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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

営業収益 百万円 63,805 63,290 63,076 65,631 68,231

経常利益 百万円 8,451 9,086 5,481 5,095 6,003

親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 5,307 8,566 5,588 4,084 5,304

包括利益 百万円 5,364 8,685 5,548 5,125 3,873

純資産額 百万円 85,739 92,509 96,310 102,702 96,455

総資産額 百万円 1,096,978 1,062,916 919,420 896,862 983,787

１株当たり純資産額 円 △17.14 △11.48 △8.98 △4.79 △2.33

１株当たり当期純利益 円 2.33 5.62 3.67 2.68 3.48

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
円 1.02 2.26 1.45 1.07 1.40

自己資本比率 ％ 7.8 8.7 10.5 11.5 9.8

自己資本利益率 ％ 6.4 9.6 5.9 4.1 5.3

株価収益率 倍 23.6 31.1 32.7 50.4 29.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △54,254 17,410 △31,799 △48,705 △58,065

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 57,157 3,155 100 △3,165 △2,271

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △9,995 4,858 △1,580 43,543 113,416

現金及び現金同等物の期末

残高
百万円 94,880 120,304 87,024 82,361 135,440

従業員数 人 1,309 1,259 1,328 1,383 1,427

　  (855) (837) (807) (757) (694)

　（注）１．△はマイナスを示しております。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．従業員数欄の（　）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、外数であります。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用

し、当期純利益等の表示の変更を行っております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

営業収益 百万円 5,261 5,478 7,743 5,781 4,313

経常利益 百万円 4,473 4,617 7,166 5,268 3,665

当期純利益 百万円 4,595 4,603 7,169 6,240 3,660

資本金 百万円 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

発行済株式総数       

普通株式 株 1,524,211,152 1,524,211,152 1,524,211,152 1,524,211,152 1,524,211,152

優先株式 株 56,250,000 56,250,000 56,250,000 56,250,000 51,250,000

純資産額 百万円 74,531 77,379 84,548 90,789 84,329

総資産額 百万円 153,460 158,418 167,632 141,678 136,825

１株当たり純資産額 円 △24.42 △21.40 △16.70 △12.60 △10.28

１株当たり配当額 円      

普通株式  － － － － －

（うち１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

第一回Ｂ種優先株式  － － － － －

（うち１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

Ｄ種優先株式  206.464 － － － －

（うち１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

Ｇ種優先株式  － － － － －

（うち１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

Ｈ種優先株式  － － － － －

（うち１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 円 1.86 3.02 4.70 4.09 2.40

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
円 0.81 1.21 1.87 1.63 0.97

自己資本比率 ％ 48.6 48.8 50.4 64.1 61.6

自己資本利益率 ％ 6.4 6.1 8.9 7.1 4.2

株価収益率 倍 29.6 57.9 25.5 33.0 42.5

配当性向 ％ － － － － －

従業員数 人 7 6 6 5 4

　  (－) (－) (－) (1) (1)

　（注）１．△はマイナスを示しております。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．従業員数欄の（　）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、外数であります。
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２【沿革】

　当社（形式上の存続会社、旧社名：株式会社ダイシンファイナンス、設立年月日：昭和26年３月30日、住所：大

阪市南区南船場一丁目17番26号）は、株式会社大信販（被合併会社であり実質上の存続会社、設立年月日：昭和31

年10月６日）の株式額面金額の変更のため昭和55年４月１日を合併期日として同社を吸収合併し、資産、負債およ

び権利義務の一切を引き継ぎましたが、合併期日前の当社は休業状態にあり、合併後において被合併会社の営業活

動を全面的に継承しました。

　したがって、以下の記載事項につきましては、別段の記述がない限り実質上の存続会社についてのものでありま

す。

昭和31年10月 資本金１億円をもって大阪市東区に「大阪信用販売株式会社」を設立。大阪府下における

呉服、洋服、洋装等業種別小売組合加盟の小売商に対するクーポン事業を開始。

37年５月 割賦購入あっせん業者登録。

37年９月 ショッピングクレジット（個別信用購入あっせん）業務を開始。

37年10月 キャッシングサービス業務を開始。

47年10月 クレジットカード業務を開始。

51年１月 保証業務を開始。

51年11月 集金代行業務を開始。

53年９月 「株式会社大信販」に商号変更。

56年11月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

59年３月 株式会社ショップ二十一（現　株式会社アプラスインベストメント）を設立。

59年９月 大阪証券取引所市場第一部に上場。

平成４年４月 「株式会社アプラス」に商号変更。

16年９月 株式会社新生銀行と全面的な業務・資本提携を行い、同行が親会社となる。

17年12月 アルファ債権回収株式会社を設立。

18年３月 全日信販株式会社が実施した第三者割当増資の引受により、同社を子会社化。

20年７月 エス・エル・メイプル株式会社（現　メイプル保険サービス株式会社）を子会社化。

21年４月 株式会社アプラスクレジット（現　株式会社アプラス）および株式会社アプラスパーソナ

ルローンを設立。

22年４月 「株式会社アプラスフィナンシャル」に商号変更。

 吸収分割により株式会社アプラスおよび株式会社アプラスパーソナルローンに事業を承継

し、事業持株会社体制に移行。

25年７月 大阪証券取引所と東京証券取引所の市場統合に伴い、東京証券取引所市場第一部に上場。

26年６月 本店所在地を現在地に移転。

27年３月 株式会社アプラスが新生カード株式会社を吸収合併。

（参考）

　形式上の存続会社の沿革は、次のとおりであります。

昭和26年３月 線材亜鉛鍍金の加工を目的として、株式会社奥野亜鉛鍍金工場を設立。

26年10月 商号を「奥野工業株式会社」に変更。

54年10月 商号を「株式会社ダイシンファイナンス」に変更。

55年４月 株式会社大信販を吸収合併、商号を「株式会社大信販」に変更。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社および連結子会社６社で構成されており、セグメントと主要な会社の当該セグメントにおけ

る位置付けは、次のとおりであります。

セグメント 主要な会社

ショッピングクレジット (株)アプラス

カード (株)アプラス

ローン (株)アプラス　(株)アプラスパーソナルローン

決済 (株)アプラス

その他子会社 全日信販(株)　アルファ債権回収(株)　その他２社

その他 当社　(株)アプラス　(株)アプラスパーソナルローン

 

主なセグメントの内容は、次のとおりであります。

(1) ショッピングクレジット

(株)アプラスの加盟店または(株)アプラスと提携するメーカー等の系列下にある販売店が割賦販売を行う場合、

当社グループが承認したお客さまに対しては、(株)アプラスがその代金をお客さまに代わって立替払を行い、お客

さまから分割払により立替代金の回収を行います。また、お客さまから加盟店を通じて(株)アプラスへ保証申込が

あった場合、(株)アプラスが保証決定したお客さまに対して提携金融機関が融資を行う形態をとり、(株)アプラス

はその債務を保証し、債権回収業務を代行します。

(2) カード

(株)アプラスが承認した会員にクレジットカードを発行し、会員は(株)アプラスの加盟店（百貨店・専門店等）

でカードを呈示してサインすることにより商品の購入およびサービスの提供を受けることができ、その代金は、当

社グループが会員に代わって加盟店に立替払を行い、会員から立替代金の回収を行います。また、クレジットカー

ドに附帯するキャッシング機能により融資を行います。

(3) ローン

(株)アプラスおよび(株)アプラスパーソナルローンのローンカード会員に対し、ＣＤ（現金自動支払機）・ＡＴ

Ｍ（現金自動預払機）で会員の利用限度額内で融資を行います。

(4) 決済

(株)アプラスと提携のある全国の取引先金融機関を通じて、提携先のお客さまからの集金を代行します。また、

管理会社等と提携し、マンション・アパートの家賃の立替と回収を行います。

(5) その他子会社

岡山県にある地方大手信販会社の全日信販(株)、サービサー会社のアルファ債権回収(株)があります。

事業系統図は次のとおりであります。

お　　客　　さ　　ま　　・　　提　　携　　先

　　　　　　　　　　　↑金融サービス・業務受託等
                     
                     

  ㈱アプラス    

全日信販㈱

アルファ債権回収㈱

その他2社

   ㈱アプラス   

                     

       
㈱アプラス

パーソナルローン
          

㈱アプラス

パーソナルローン
  

                     

                  
㈱アプラス

フィナンシャル
  

                     

  
ショッピング
クレジット  カード   ローン   決済    その他子会社    その他   

                     
      

当社グループ
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４【関係会社の状況】

(1) 親会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の被所有割合

（％）
関係内容

(株)新生銀行 東京都中央区 512,204 銀行業
　　　 95.0

(91.8)

預金の預入

資金の借入

新生フィナンシャル(株)  東京都千代田区 100  消費者金融業 　　　 91.8  役員の兼任

（注）１．「議決権の被所有割合」の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

２．株式会社新生銀行は、有価証券報告書を提出しております。

３．新生フィナンシャル株式会社は、株式会社新生銀行の子会社であります。

(2) 連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

(株)アプラス

　（注）１・２
大阪市浪速区 15,000 信販業 100.0

役員の兼任

業務委託

(株)アプラスパーソナル

ローン
大阪府吹田市 1,000 消費者金融業 100.0

役員の兼任

資金の貸付

全日信販(株)

　（注）２
岡山市北区 1,000 信販業 100.0 役員の兼任

アルファ債権回収(株) 東京都新宿区 500 債権管理回収業 100.0
役員の兼任

業務委託

その他２社 － － － － －

（注）１．特定子会社に該当しております。

２．株式会社アプラスおよび全日信販株式会社は、営業収益の連結営業収益に占める割合が100分の10を超えて

おります。

主要な損益情報等

 (株)アプラス 全日信販(株)

(1) 営業収益（百万円） 57,978 7,881

(2) 経常利益（百万円） 5,171 1,489

(3) 当期純利益（百万円） 4,794 1,128

(4) 純資産額（百万円） 59,872 8,891

(5) 総資産額（百万円） 826,902 116,722

 

(3) 持分法適用関連会社

該当事項はありません。

(4) その他の関係会社

該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

会社名 従業員数（人）

(株)アプラスフィナンシャル 4 (  1)

(株)アプラス 1,063 ( 463)

(株)アプラスパーソナルローン 20 ( 21)

全日信販（株） 301 ( 155)

アルファ債権回収(株) 32 ( 47)

その他 7 (  7)

合計 1,427 ( 694)

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．（　）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、外数であります。

３．上記各社とセグメントとの関係については、「３．事業の内容」に記載のとおりであります。

(2) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

4(1) 41.1 19.1 4,690,691

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．（　）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、外数であります。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

４．セグメントとの関係については、「３．事業の内容」に記載のとおりであります。

(3) 労働組合の状況

一部の子会社には労働組合が組織されております。

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復基調をたどりましたが、個人消費の伸び悩みや輸出・

生産などの回復の遅れに加え、米国の政策金利引き上げや、原油価格の下落、中国をはじめとする新興国・資源国経

済の下振れなどにより、先行きの不透明感が強まってまいりました。

当業界におきましては、決済手段の多様化を背景にカード市場や決済市場の拡大が続き、事業環境は概ね良好に推

移いたしました。一方で、新車販売台数が低調に推移するなど個人消費が伸び悩み、また、過払利息に係る返還請求

が高い水準にとどまるなど、依然として懸念材料が残りました。

このような中、当社グループは中期経営計画の最終年度を迎え、目標達成に向けてこれまでの取り組みを加速する

とともに、平成29年３月期を初年度とする次期中期経営計画を公表し、今後の当社グループの目指すべき方向を明確

にいたしました。また、平成28年10月６日に創業60周年を迎えるにあたり、周年記念期間中のお客さま、お取引先さ

まをはじめとする皆さまとのコミュニケーションパートナーとして、60周年記念マスコットキャラクターを制定いた

しました。

当連結会計年度における具体的な取り組みとしましては、海外専用の「海外プリペイドカード ＧＡＩＣＡ（ガイ

カ）」の発行開始や、トーンモバイル株式会社が提供するスマートフォンサービス「ＴＯＮＥ」のお客さまを対象と

したクレジット機能付きＴカード「Ｔカード プラス（ＴＯＮＥ×ＴＳＵＴＡＹＡ発行）」の発行開始、Ｔポイント

が貯まる目的ローン「アプラスマイカーローン」の取扱開始など、新たな取り組みを加速してまいりました。既存の

事業では、「Ｔポイント付きショッピングクレジット」や、家賃回収をサポートする「家賃サービス」、ＷＥＢ経由

でショッピングクレジットをお申し込みいただける「アプラスｅオーダー」などの推進により事業基盤の強化に努め

たほか、リボ残高の積み上げや、住宅関連の諸費用等を資金使途とするローン商品「マイホームプラン」の残高を伸

ばし、収益の底上げを図ってまいりました。

また、平成27年10月５日公表の「自己株式（Ｇ種優先株式）の取得および消却に関するお知らせ」にてお知らせし

ましたとおり、当社が発行するＧ種優先株式の一部について、金銭を対価として取得（強制償還）し、これを消却い

たしました。これは、事業環境が好転する中、当社グループの業績の安定や自己資本の十分な積み上がりなどを踏ま

えて実施したもので、今後につきましても、これらの状況を慎重に見極めた上で、残存するその他の優先株式の処理

を柔軟に進めていくこととしております。

当連結会計年度の業績につきましては、主力のカード事業、ショッピングクレジット事業および決済事業の収益が

安定的に増加するとともに、ローン事業において住関連商品の残高を伸ばしたことで融資収益も増加に転じ、営業収

益は682億31百万円（前連結会計年度比4.0％増）となりました。営業費用は、過払利息に係る返還請求に備えた利息

返還損失引当金27億円を積み増したことや、トップラインの伸長に伴う貸倒引当金繰入額の増加などにより、625億

76百万円（同3.6％増）となりました。この結果、営業利益は56億54百万円（同7.8％増）、経常利益は60億３百万円

（同17.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は53億４百万円（同29.9％増）となりました。

なお、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用

し、当期純利益等の表示の変更を行っております。

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ530億79百万円増加し、

1,354億40百万円となりました。各活動におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ93億59百万円減少し、△580億65百万円となりまし

た。これは主として、売上債権の増加額が増加したことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ８億94百万円増加し、△22億71百万円となりまし

た。これは主として、無形固定資産の取得が増加したことによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ698億72百万円増加し、1,134億16百万円となりまし

た。これは主として、長期借入れによる収入が増加したことによるものであります。
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２【営業実績】

(1) セグメント別営業収益

セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

ショッピングクレジット 23,975 103.4

カード 20,620 104.9

ローン 4,668 122.2

決済 8,993 102.5

その他子会社 9,134 98.8

報告セグメント計 67,390 104.2

その他 1,011 83.9

合計 68,401 103.8

　（注）１．金額は、セグメント間の内部消去前の数値によっております。

２．セグメント別営業収益には、消費税等は含まれておりません。

(2) セグメント別取扱高

セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

ショッピングクレジット 278,069 98.3

カード 602,205 96.9

ローン 54,493 192.0

決済 1,319,439 103.0

その他子会社 92,248 98.9

報告セグメント計 2,346,456 101.7

その他 － －

合計 2,346,456 101.7

　（注）１．セグメント別取扱高の範囲は、主として次のとおりであります。

アドオン方式の場合は、クレジット対象額または保証元本に手数料を加算した金額であります。リボル

ビング方式および残債方式の場合は、クレジット対象額、融資額または保証元本であります。決済は、

集金代行金額等であります。

２．金額は、セグメント間の内部消去後の数値によっております。

(3) 融資における業種別貸出状況

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

業種
貸出金残高
(百万円)

構成比
(％)

貸出件数
(件)

貸出金残高
(百万円)

構成比
(％)

貸出件数
(件)

卸売、小売・飲食店 26 0.0 4 26 0.0 4

不動産業 40 0.0 1 32 0.0 1

サービス業 162 0.2 12 159 0.1 11

個人 115,421 99.8 479,315 142,867 99.9 462,918

合計 115,651 100.0 479,332 143,085 100.0 462,934
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(4) 融資における担保別貸出状況

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

担保の種類 貸出金残高（百万円） 貸出金残高（百万円）

不動産 8,367 33,541

信用 107,284 109,544

合計 115,651 143,085

 

３【対処すべき課題】

当社グループは、経営理念の実現を確かなものとするため、現在の事業環境を踏まえて「アプラスグループ中期経

営計画（平成28年度～平成30年度）」を策定し、この計画を達成することを重点課題として取り組んでおります。

当社グループの経営理念につきましては、以下のとおりであります。

アプラスグループ 経営理念

お客さま、投資家の皆様、従業員などの全てのステークホルダーの多様な期待に応え、社会に貢献します。

お客さまと提携先、メーカーとの結節点として、付加価値の高い金融サービスを提供することにより、お客さま

の豊かさづくりと、夢のある社会生活の創造に貢献します。

自己変革とスピーディーな行動で、新たな変化に挑戦し続け、持続的な成長を続けます。

当社グループの中期経営計画につきましては、以下のとおりであります。

中長期ビジョン

「グループの融合により革新的金融サービスを提供し、リーンなオペレーションと卓越した生産性・効率性を実

現する」

基本方針

あらゆる面で業界随一のパフォーマンスを示して、企業価値を拡大

中期経営計画骨子

①「より高い収益体質を追求して、成長を加速」

－顧客利便性、収益性、効率性を重視した、ショッピングクレジット事業、カード事業の展開

－Ｔポイント機能を活用した顧客基盤の一層の拡充

－ＥＣマーケットを主体とした決済ソリューションの提供

－住関連マーケットにおける金融ニーズへのきめ細かな対応

－新生銀行グループ一体となった営業連携、新規事業の推進

②「成長を支えるバックアップ体制の高度化」

－オペレーション体制

　・マルチスキル促進による、より高い品質かつ効率的なオペレーション体制の実現

－リスク管理体制

　・コーリングセンター、管理サポートセンターの改革

－ＩＴ体制

　・次期システム開発でＩＴ環境を高度化

－コンプライアンス、人事

　・コンプライアンスを重視する健全な事業運営

　・女性の活躍促進と人材多様性による組織力の強化
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況などに関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識

した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したも

のであります。

(1) 経済環境の変化について

当社グループの主力事業であるショッピングクレジット、カード等の事業は、経済環境の変化などによる個人消

費の低迷や、雇用情勢の悪化等が続いた場合、取扱高の減少や返済状況への影響により、収益の減少および貸倒関

連コストの増加が生じ、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 市場の競争激化について

消費者信用マーケットは、近年、カード事業における異業種の参入を始め、極めて競争の激しいものとなってお

ります。こうした競争の激化に伴い、収益率の低下や優良取引先との取引状況に変化などが生じ、業績に影響を及

ぼす可能性があります。

(3) 大規模災害等の発生について

当社グループは、大規模災害等が発生した場合に、重要な業務を継続し顧客および社会に対する責務を最大限円

滑に遂行するため、業務継続体制に関連する規程および業務継続計画（ＢＣＰ）を制定し、教育・訓練を実施して

おります。しかしながら、予想を超えた災害等が発生した場合には、当社の業務継続に影響を及ぼす可能性があり

ます。

(4) 貸倒引当金の十分性について

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権に

ついては債権の内容を検討し、必要額を計上しておりますが、景気の動向、個人破産申立の増加、その他の予期せ

ざる理由により、貸倒引当金を積み増しせざるを得なくなるおそれがあります。

(5) 金利の変動について

当社グループは、資金調達の一部は、変動金利による借入となっているため、金融情勢の変化によっては、想定

外の調達コストの変動が生じ、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 資金調達について

当社は、株式会社格付投資情報センターから発行体格付けＢＢＢ＋の格付けを取得（平成28年３月31日現在）し

ておりますが、当社グループの業績が悪化すれば、格付けや信用力が低下し、資本市場や金融機関からの調達コス

トの上昇などを招き、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 個人情報管理について

当社グループは、ショッピングクレジット・カード・ローン・決済等を主要事業として推進しており、これらの

事業展開に不可欠であるお客さまの個人情報を保護することについて、平成17年11月には「プライバシーマーク」

の認定を取得するなど、重要な使命として取り組んでおります。しかしながら、万一、個人情報の紛失や漏洩事件

が発生した場合、社会的信用の失墜、損害賠償責任などが発生し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(8) 情報システムへの依存について

当社グループの事業は、コンピュータシステムに高度に依存しており、各種データ処理などのシステムセンター

はバックアップデータの確保や、耐震・防災設備を施されているなど、強固で安全なシステム体制を構築しており

ます。しかしながら、予想を超えた災害が発生した場合には、システムに重大な支障が生じる可能性があり、信頼

性の低下や、業務への支障により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(9) 法的規制等について

① 割賦販売法、特定商取引法

当社グループのショッピングクレジット事業およびカード事業は、「割賦販売法」の適用を受けており、これ

により各種の事業規制を受けております。同法は、平成21年12月１日に改正割賦販売法として新たに規制が加わ

る等の改正法令として施行されております。今後、同法が更に改正された場合、その内容によっては業績に影響

を及ぼす可能性があります。

また、当社グループが直接適用を受けるものではありませんが、当社グループの提携先の中には「特定商取引

法」の適用を受ける先があります。同法についても平成21年12月１日に改正特定商取引法として施行されており

ますが、同法の適用を受ける提携先の動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 貸金業法等

当社グループの融資関連事業は、「貸金業法」等の適用を受けております。

平成18年12月に「貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律」が成立し、平成19年12月には「貸金

業法」として改正、施行がなされ、平成22年６月には貸付上限金利の引き下げ、総量規制等を主な内容とする完

全施行が行われました。当社グループは、融資収益に依存せず、本業の収益性を高めることを戦略としておりま

すが、想定以上の市場の収縮等があった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、

これまでの貸付に対しての「利息制限法」の上限金利を超える利息部分の返還請求に伴い、超過利息の返還等を

行う場合があります。当社グループは、利息の返還に伴う損失見込額について引当金を計上しておりますが、予

想以上の返還請求があった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(10) 優先株式の転換による普通株式の上場廃止リスク

優先株式の転換期日の到来などにより転換がなされた場合、当社の普通株式の流通株式比率が、東京証券取引所

の上場廃止基準である５％未満に該当する可能性があります。

(11) 株式会社新生銀行との関係について

当社グループは、株式会社新生銀行を中心とする企業グループの一員であり、新生銀行グループにおける消費者

向けファイナンスの中核企業グループとしての位置付けの中で、グループとしてのシナジー効果を最大限に発揮す

ることで収益の拡大に努めております。

当社と株式会社新生銀行との関係に今後何らかの変化があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 資産・負債および純資産

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末比869億25百万円増加の9,837億87百万円となりました。

これは主として現金及び預金、割賦売掛金の増加によるものであります。

負債は、前連結会計年度末比931億72百万円増加の8,873億31百万円となりました。これは主として借入金、短期

社債および社債の増加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末比62億46百万円減少の964億55百万円となりました。これは主として優先株式の消

却に伴う資本剰余金の減少によるものであります。
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(2) 営業収益

当連結会計年度の営業収益は、682億31百万円（前連結会計年度比4.0％増）となりました。セグメント別の概況

は次のとおりであります。

① ショッピングクレジット

「ショッピングクレジット」セグメントにおきましては、お客さまがＷＥＢ経由でショッピングクレジットを

お申し込みいただける「アプラスｅオーダー」の利用可能な加盟店網の拡大や、ショッピングクレジットの利用

金額に応じて「Ｔポイント」が貯まる「Ｔポイント付きショッピングクレジット」による、お客さまへ直接働き

かける仕組みの強化など、宝石・貴金属、自動二輪、運転免許等の一般商材の取扱高を伸ばしてまいりました。

また、平成27年６月に鹿児島支店を新たに開設し、約９年ぶりに営業拠点の新規出店を果たしました。

当セグメントにおける営業収益は239億75百万円（前連結会計年度比3.4％増）、セグメント利益は29億55百万

円（同31.9％増）となりました。

② カード

「カード」セグメントにおきましては、リボ残高の積み上げにより収益を伸ばしたほか、新たな取り組みを加

速してまいりました。

平成27年５月、株式会社アプラスが提供する住宅関連の融資商品をご利用またはご利用予定のお客さまを対象

に、「空き巣見舞金サービス」を付帯した「Ｔカード プラス（アプラス発行Ｇ）」の発行を開始いたしまし

た。

平成27年７月、新生銀行グループの新規事業として海外専用の「海外プリペイドカード ＧＡＩＣＡ（ガイ

カ）」の発行を開始いたしました。お客さまは、株式会社アプラスが発行する年会費無料の海外プリペイドカー

ドを利用し、事前にチャージした金額の範囲内で「Ｖｉｓａ」、「ＰＬＵＳ」マークの表示のある世界200以上

の国と地域のＡＴＭから現地通貨を引き出せるほか、海外のＶｉｓａ加盟店にてカードショッピングのご利用が

可能となっております。

平成28年２月、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の連結子会社であるトーンモバイル株式会社が

提供するスマートフォンサービス「ＴＯＮＥ」をご購入されるお客さまを対象に、クレジット機能付きＴカード

「Ｔカード プラス（ＴＯＮＥ×ＴＳＵＴＡＹＡ発行）」の発行を開始いたしました。

当セグメントにおける営業収益は206億20百万円（前連結会計年度比4.9％増）、セグメント利益は４億11百万

円（前連結会計年度は20百万円）となりました。

③ ローン

「ローン」セグメントにおきましては、ローンカードの残高は減少したものの、お客さまが住宅を購入される

際に必要な諸費用等を資金使途とするローン商品「マイホームプラン」などの住関連商品の残高を積み上げたほ

か、新たな取り組みを加速してまいりました。

平成27年11月、賃貸住宅の入居時の費用等を資金使途とするローン商品「レンタルハウスプラン」の取り扱い

を開始いたしました。本商品は、「家賃サービス」や「Ｔカードプラス（アプラス発行Ｇ）」を同時にご利用い

ただくお客さまは金利の優遇を受けられることが特長となっております。

平成28年３月、自動車購入資金や諸費用・オプション費用等を資金使途とする目的ローン「アプラスマイカー

ローン」の取り扱いを開始いたしました。本商品は、Ｔ会員のお客さまは優遇レートが適用されるほか、Ｔ会員

特典としてＴポイントが付与されることが特長となっております。

当セグメントにおける営業収益は46億68百万円（前連結会計年度比22.2％増）、セグメント利益は８億14百万

円（同34.9％減）となりました。

④ 決済

「決済」セグメントにおきましては、賃貸管理会社などの家賃回収をサポートする「家賃サービス」の堅調な

伸びなどにより、決済事業の安定的な成長を実現してまいりました。

当セグメントにおける営業収益は89億93百万円（前連結会計年度比2.5％増）、セグメント利益は25億50百万

円（同7.4％増）となりました。
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⑤ その他子会社

岡山県に本社を置く地方大手信販会社である全日信販株式会社におきましては、「Ｔポイントクレジット」に

よる他社との差別化や、ショッピングクレジットをＷＥＢ経由でお申し込みいただけるサービスの拡充などによ

り、ショッピングクレジット事業の拡大を図ってまいりました。また、効率的な事業運営を目的にグループ内の

カード事業集約に取り組み、平成28年度以降、同社が行うカード事業の株式会社アプラスへの集約を進めること

を決定いたしました。

サービサー子会社のアルファ債権回収株式会社におきましては、地域金融機関からの個人ローンの初期延滞債

権の管理・回収業務の受託を戦略の柱に据え、公的機関との取引や提携先の拡大に努めてまいりました。

当セグメントにおける営業収益は91億34百万円（前連結会計年度比1.2％減）、セグメント利益は25億59百万

円（同5.2％減）となりました。

なお、上記セグメント別の業績には、記載のセグメントには含まれない事業セグメントおよび調整額が含まれ

ておりません。

(3) 営業費用

当連結会計年度の営業費用は、625億76百万円（前連結会計年度比3.6％増）となりました。

① 人件費および物件費等

徹底的なコスト削減と業務効率の改善によるオペレーションコストの削減に努めましたが、トップラインの増

加に伴い営業関連の費用が増加したことなどにより、人件費および物件費等は483億67百万円（前連結会計年度

比2.4％増）となりました。

② 貸倒引当金繰入額

厳格な与信運営と回収体制の効率化などにより良質な債権内容を維持いたしましたが、トップラインの伸長に

より、貸倒引当金繰入額は90億42百万円（前連結会計年度比33.0％増）となりました。

③ 利息返還損失引当金繰入額

過払利息返還請求の最近の動向を踏まえ、利息返還損失引当金を積み増した結果、利息返還損失引当金繰入額

は27億円（前連結会計年度比33.4％減）となりました。

④ 金融費用

安定的な調達基盤を背景に調達コストの抑制と資金効率の改善に努めてまいりましたが、営業債権残高の増加

に伴い必要調達額が増加したことにより、金融費用は24億66百万円（前連結会計年度比6.8％増）となりまし

た。

(4) 経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益

主力のカード事業、ショッピングクレジット事業および決済事業の収益が安定的に増加するとともに、ローン事

業において住関連商品の残高を伸ばしたことにより、営業収益は682億31百万円（前連結会計年度比4.0％増）とな

りました。営業費用は、過払利息に係る返還請求に備えた利息返還損失引当金27億円を積み増したことや、トップ

ラインの伸長に伴う貸倒引当金繰入額の増加などにより、625億76百万円（同3.6％増）となりました。この結果、

営業利益は56億54百万円（同7.8％増）、経常利益は60億３百万円（同17.8％増）、親会社株主に帰属する当期純

利益は53億４百万円（同29.9％増）となりました。

(5) キャッシュ・フロー

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１．業績等の概要　(2) キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

該当事項はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

該当事項はありません。

(2) 国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名 事業所名 所在地

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)建物及び

構築物

土地

その他 合計
面積
（㎡）

金額

(株)アプラス

東京本部 東京都千代田区 235 － － 125 361
289

( 19)

大阪事務所

（本店所在地）
大阪市浪速区 56 － － 23 79

135

(127)

営業店・センター等 － 123 － － 1,101 1,225
639

(317)

全日信販(株)

本社 岡山市北区 14 486 123 8 145
86

( 14)

事務センター 岡山市北区 314 2,411 161 97 573
120

(123)

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記各社とセグメントの関係については、「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおりでありま

す。

３．上記のうち、主な事業所の年間賃借料は、次のとおりであります。

(株)アプラス　東京本部　　　　291 百万円

(株)アプラス　大阪事務所　　　143 百万円

４．従業員数欄の（　）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり、外数であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

会社名
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

(株)アプラス カード 基幹業務システム 10,847 3,715 借入金等 平成27年10月 平成30年５月

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能種類株式総数（株）

普通株式 3,914,000,000

Ｂ種優先株式 2,500,000

Ｄ種優先株式 8,500,000

Ｇ種優先株式 13,000,000

Ｈ種優先株式 32,250,000

計 3,970,250,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成28年６月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,524,211,152 1,524,211,152
 東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

第一回Ｂ種優先

株式　（注）１
2,500,000 2,500,000 －

単元株式数 100株

（注）２・３・４

Ｄ種優先株式 8,500,000 8,500,000 －
単元株式数 100株

（注）３・５

Ｇ種優先株式 8,000,000 8,000,000 －
単元株式数 100株

（注）３・６

Ｈ種優先株式 32,250,000 32,250,000 －
単元株式数 100株

（注）３・７

計 1,575,461,152 1,575,461,152 －  －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

(1) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付

する普通株式数が変動します。

(2) 第一回Ｂ種優先株式の取得価額の修正の基準および頻度

（注）４に記載のとおりであります。

(3) 第一回Ｂ種優先株式の取得価額の下限および取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の

株式数の上限

① 取得価額の下限

73円　50銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の上限

34,013,605株（平成28年３月31日現在における発行済株式総数2,500,000株に基づき算定。同日

の普通株式の発行済株式総数の2.23％）

(4) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の決定により当該優先株式の全部の取得を可能とする条項を有しておりま

す。

(5) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはありませ

ん。

３．優先株式の内容は、当社の定款の定めおよび必要な事項を記載しております。

４．第一回Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｂ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＢ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、１株につき年100円を限度としてＢ種優先株式の

発行に関する取締役会決議で定める額の期末配当（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を行う。
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②当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、１株につきＢ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下「Ｂ種優先中間配当金」とい

う。）を行う。

③Ｂ種優先中間配当金が支払われた場合においては、第１号のＢ種優先配当金の支払いは、Ｂ種優先中間

配当金を控除した額による。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｂ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当は行わない。

（残余財産の分配）

４.①当会社の残余財産を分配するときは、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株主又はＢ

種優先登録株式質権者に対し、Ｂ種優先株式１株につき1,000円を支払う。

②Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

５． Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｂ種優先株主は、2008年４月１日以

降、定時株主総会にＢ種優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時か

ら、Ｂ種優先配当金の支払いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終

結の時から、Ｂ種優先配当金の支払いを受ける旨の決議がなされる時まで議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

６.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｂ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（優先株式の取得）

７． 当会社は、いつでもＢ種優先株式を取得することができる。

（Ｂ種優先株式の取得請求権及び引換えに交付される普通株式）

８.①Ｂ種優先株主は、2007年９月１日から2022年８月31日までの期間中、下記条件により、その有するＢ種

優先株式を当会社が取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができ

る。

②Ｂ種優先株式を当会社が取得し、これと引換えに、当会社は１株につき下記ア．乃至エ．に定める交付

価額により当会社の普通株式を当該株主に交付するものとする。

ア．当初交付価額

150.5円

イ．交付価額の修正

交付価額は、2008年９月１日から2022年８月31日まで、毎年９月１日（以下それぞれ「修正日」とい

う。）に、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」とい

う。）の東京証券取引所（大阪証券取引所の現物市場が東京証券取引所の現物市場に統合される2013

年７月16日より前の時点については、「東京証券取引所」を「大阪証券取引所」と読み替えるものと

する。）における当会社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を除

く。）（以下「修正後交付価額」という。）に修正される（修正後交付価額は円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。）。ただし、上記計算の結果、修正後交付価額が75.3円

（以下「下限交付価額」という。ただし、下記ウにより調整される。以下同じ。）を下回る場合には

下限交付価額をもって、301.0円（以下「上限交付価額」という。ただし、下記ウにより調整され

る。以下同じ。）を上回る場合には上限交付価額をもって修正後交付価額とする。

ウ．交付価額の調整

（１）交付価額は、2002年８月27日以降、以下に掲げるいずれかの事由に該当する場合には、以下の算式

（以下「交付価額調整式」という。）により調整される（以下「調整後交付価額」という。）。調

整後交付価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

    既発行の
普通株式数

＋

新規発行の
普通株式数

×
１株当たり
の払込金額

調整後
交付価額

＝
調整前
交付価額

×
時価

既発行の普通株式数＋新規発行の普通株式数

（イ）時価を下回る払込金額又は受渡金額をもって普通株式を発行又は交付（株式の分割、当会社の普

通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）

による交付、又は新株予約権の行使による場合を除く。）する場合

調整後交付価額は、払込期日の翌日以降若しくは受渡期日以降又は募集のための株主に割当てを

受ける権利を与える場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日以降これを適
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用する。交付される普通株式に当会社の有する普通株式が含まれる場合、交付価額調整式におけ

る新規発行の普通株式数に当会社が有する当該普通株式の数を含む。

（ロ）株式の分割がなされた場合

調整後交付価額は、株式の分割により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定め

ない場合には効力発生日）の翌日以降、これを適用する。

（ハ）時価を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは

取得させることができる証券（権利）を発行又は交付する場合

調整後交付価額は、その証券の発行日若しくは受渡日に又はその募集において株主に割当てを受

ける権利を与える場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日に、発行若しくは交付

される証券の全額が交付され、当会社の普通株式が新たに発行されたものとみなし、その発行日

の翌日以降若しくは受渡日以降又はその割当てのための基準日の翌日以降、これを適用する。た

だし、当該発行又は交付される証券の交付価額がその発行日若しくは受渡日又は割当てのための

基準日において確定しない場合、調整後交付価額は、交付され得る最初の日の前日に発行され証

券の全額が交付されたものとみなし、当該最初の日以降これを適用する。

（ニ）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき価額（会社法第236条に規定される。以下同じ。）

が時価を下回ることとなる新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若

しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）又

は新株予約権付社債を発行する場合

調整後交付価額は、その証券の発行日に又はその募集において株主に割当てを受ける権利を与え

る場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日に新株予約権の全部が行使され、当会

社の普通株式が発行されたものとみなし、その発行日の翌日以降又は割当てのための基準日の翌

日以降、これを適用する。ただし、当該発行される証券の新株予約権の行使に際して払込みをな

すべき１株当たりの価額がその発行日又は割当てのための基準日において確定しない場合、調整

後交付価額は、新株予約権が行使され得る最初の日の前日に、発行され全ての新株予約権が行使

されたものとみなし、当該最初の日以降これを適用する。

（２）②ウにおける「時価」とは、調整後交付価額を適用する日（上記②ウ（１）（ニ）ただし書きの場

合には割当てのための基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当

会社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。た

だし、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（３）上記②イに定める時価算定期間の末日の翌日以降当該修正日の前日までの間に②ウに掲げる交付価

額の調整事由が生じた場合には、②ウの他の規定に従った交付価額の調整に加え、②イに基づき修

正された修正後交付価額を調整前交付価額として調整後交付価額を算出し、当該修正日以降これを

適用する。

（４）上記②イに定める時価算定期間の間に②ウに掲げる交付価額の調整事由が生じた場合には、②ウの

他の規定に従った交付価額の調整に加え、②イに基づき修正された修正後交付価額を調整前交付価

額として、取締役会が適当と判断する価額に調整され、当該修正日以降これを適用する。

（５）上記②ウ（１）の各項目に掲げる場合のほか、次の各号に該当する場合、交付価額は取締役会が適

当と判断する価額に調整される。

（ⅰ）合併、資本金の額の減少、自己株式の取得又は普通株式の併合により、交付価額の調整を必要

とする場合

（ⅱ）上記第（ⅰ）のほか、当会社の株式数の変更又は変更の可能性を生ぜしめる事由の発生によ

り、交付価額の調整を必要とする場合

（ⅲ）交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後交付価額の

算出に関して使用すべき時価が、他方の事由によって影響されているとみなされる場合

（６）交付価額調整式により算出された調整後交付価額と調整前交付価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、交付価額の調整は行わない。ただし、次に交付価額の調整を必要とする事由が発生し交付

価額を算出する場合、交付価額調整式中の調整前交付価額に代えて、調整前交付価額から当該差額

を差し引いた額を使用する。

（７）交付価額調整式で使用する調整前交付価額は、調整後交付価額を適用する日の前日において有効な

交付価額とする。

（８）交付価額調整式で使用する既発行の普通株式数は、その募集において株主に割当てを受ける権利を

与える場合は当該権利を与える株主を定めるための基準日、それ以外の場合は、調整後交付価額を

適用する日の１ヵ月前の日における当会社の普通株式の発行済株式数から、当該日において当会社

が有する当会社の普通株式数を控除した数とする。

（９）交付価額調整式で使用する１株当たりの払込金額とは、それぞれ以下をいう。
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（ⅰ）②ウ（１）（イ）の時価を下回る払込金額又は受渡金額をもって普通株式を発行又は交付する

場合には、当該払込金額又は受渡金額（金銭以外の財産による払込みの場合には会社法第284

条第１項乃至第７項に従って調査された現物出資財産の価額若しくは同条第９項の現物出資財

産の価額とする。）

（ⅱ）②ウ（１）（ロ）の株式の分割がなされた場合は０円

（ⅲ）②ウ（１）（ハ）の時価を下回る交付価額をもって、当該株式の当会社による取得と引換えに

当会社の普通株式の交付を請求することができる株式を発行又は交付する場合には、当該交付

価額

（ⅳ）②ウ（１）（ニ）の新株予約権の行使に際して払込みをなすべき価額が時価を下回ることとな

る新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させること

ができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）又は新株予約権付社債

が発行する場合には、当該１株当たりの払込みをなすべき価額

エ．上限交付価額及び下限交付価額の調整

上記②ウの規定により交付価額の調整を行う場合には、上限交付価額及び下限交付価額についても、

交付価額を上限交付価額又は下限交付価額に置換えた上で交付価額調整式を適用して同様の調整を行

い（以下それぞれ「調整後上限交付価額」又は「調整後下限交付価額」という。）、②ウ（５）の規

定により交付価額の調整を行う場合には、上限交付価額及び下限交付価額についても取締役会が適当

と判断する価額に変更される。ただし、②ウ（３）に定める場合には、調整後上限交付価額及び調整

後下限交付価額は当該修正日以降これを適用する。

③Ｂ種優先株式を当会社が取得するのと引換えに、当会社が交付すべき当会社の普通株式数は、次のとお

りとする。

取得と引換えに交
付すべき普通株式
数

＝
Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式の発行価額の総額

交付価額

 

発行すべき普通株式数の算出にあたり、１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨てる。

（Ｂ種優先株式の取得及び引換えに交付される普通株式）

９.①当会社は、前項第１号の請求期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式を、2022年９月１日以降の日で

取締役会決議で定める日（以下「Ｂ種優先株式強制取得日」という。）において、取締役会決議によ

り、取得し、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株の払込金相当額をＢ種優先株式強制取得日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の終値（気配表

示を含む。）の平均値（終値のない日を除く。）で除して得られる数の普通株式を交付することができ

る。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出しその小数第２位を四捨五入する。

②当会社は、Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録株式質権者に対して、Ｂ種優先株式強制取得日の２週間前ま

でに、当該日を通知、若しくは公告するものとする。

③第１号の交付すべき普通株式数の算出にあたり、１株に満たない端数が生じた場合、会社法第234条に定

める方法によりこれを取り扱う。

（優先配当金の除斥期間）

10． 第39条の規定は、Ｂ種優先配当金及びＢ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

11． Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位

はＢ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優

先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、そ

れぞれ同順位とする。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

12． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

13． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

５．Ｄ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｄ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＤ種優先株式を有する株主（以下「Ｄ種優先株主」という。）又はＤ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｄ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主若しくは普通登録株式質権

者、Ｂ種優先株主若しくはＢ種優先登録株式質権者、又は当会社の発行するその他のいかなる種類の株

式（ただし、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式を除く。以下上記普通株式及び各種類株式を総称して「Ｄ
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種優先株式に劣後する株式」という。）に先立ち、本項第４号の金額の期末配当（以下「Ｄ種優先配当

金」という。）を行う。

②当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＤ種優先株主又はＤ種優先株式の登録株式質権者に対し、Ｄ種優先株式に劣後する株式の株

主及び登録株式質権者に先立ち、１株につきＤ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下

「Ｄ種優先中間配当金」という。）を行う。

③Ｄ種優先中間配当金が支払われた場合においては、第１号のＤ種優先配当金の支払いは、Ｄ種優先中間

配当金を控除した額による。

④2005年３月31日に終了する事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として2,000円（以下「Ｄ種

清算価値」という。）に４％を乗じた金額に、当該Ｄ種優先株式の発行日（同日を含む。）から2005年

３月31日（同日を含む。）までの実日数で日割計算（365日）して算出された金額を支払う。

2005年４月１日（同日を含む。）から2012年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、

Ｄ種清算価値と累積未払配当金額との合計額の４％に相当する額を支払うものとする。

2012年４月１日（同日を含む。）から2019年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

（ただし、2013年３月31日（同日を含む。）に終了する事業年度を除く。）に関しては、１株につきＤ

種優先配当金として、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値に1.5％を乗じ

て算出される額に相当する金銭を支払うものとする。

2013年３月31日（同日を含む。）に終了する事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、

Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値に2.313％を乗じて算出される額に相

当する金銭を支払うものとする。

2019年４月１日以降に終了する各事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、Ｄ種優先株

主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値にＤ種優先株式増加配当率（以下に定義）を乗

じて算出される額に相当する金額を支払うものとする。

「Ｄ種優先株式増加配当率」の定義は、（ⅰ）直前の４月１日及び10月１日（ただし、該当日がロンド

ンにおいて銀行間ユーロ通貨市場が開かれており、銀行が営業を行っている日であり、かつ関連する

レートが取得可能な日（以下、本項において「ロンドン営業日」という。）でない場合には翌ロンドン

営業日）のロンドン時間午前11時現在のユーロ円６ヶ月物ロンドン・インター・バンク・オファード・

レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））としてTelerate Systemsスクリーン3750ページ（又

はその承継ページ）に表示される各数値の平均値、（ⅱ）1.5％からＤ種優先株式条件変更日（以下に定

義）の２東京営業日（東京において、銀行が営業を行っている日をいう。以下同じ。）前の東京時間午

前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）としてTelerate Systemsスクリーン17143

ページ（又はその承継ページ）に表示される期間７年に対応するスワップ・レート（当日の東京時間午

前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）を取得できない場合には、当該レートを取

得できる直後の東京営業日における当該レートとする。）（以下かかるスワップ・レートを「Ｄ種発行

日スワップ・レート」という。）を差し引いた率及び（ⅲ）1.5％を合計した率とする。Ｄ種優先株式増

加配当率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｄ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対しては、Ｄ種優先配当金を超えて配当は行わない。

（残余財産の分配）

４.①当会社の残余財産を分配するときは、Ｄ種優先株式に劣後する株式の株主若しくは登録株式質権者に先

立ち、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対し、Ｄ種優先株式１株につき（ⅰ）Ｄ種清算価

値、（ⅱ）Ｄ種最終配当金額（本条第10項において定義）、及び（ⅲ）2019年３月31日以前に残余財産

の分配が行われる場合には、Ｄ種早期取得費（本条第10項において定義）を合計した額に相当する額を

支払う。ただし、本項の目的上、Ｄ種最終配当金額及びＤ種早期取得費の定義中、「取得日」を「残余

財産の分配が行われる日」と読み替えるものとする。

②Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

５． Ｄ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｄ種優先株主は、定時株主総会にＤ種

優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時から、Ｄ種優先配当金の支払

いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終結の時から、Ｄ種優先配当

金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までＤ種優先株式100株あたり１議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）
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６.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｄ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｄ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（優先株式の取得）

７． 当会社は、いつでもＤ種優先株式を取得することができる。

（Ｄ種優先株式の取得請求権及び引換えに交付される普通株式）

８.①Ｄ種優先株主は、2015年６月１日以降いつでも、下記条件により、その有するＤ種優先株式を当会社が

取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができる。

②前号の請求により、Ｄ種優先株式を当会社が取得し、これと引換えに当会社が当該株主に交付すべき当

会社の普通株式数は、Ｄ種優先株主が取得請求のために提出したＤ種優先株式のＤ種清算価値の総額を

その時点で有効なＤ種優先株式交付価額（以下に定義）で除した数とする。ただし、当該株式数の算出

にあたり１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

（１）Ｄ種優先株式交付価額

当初のＤ種優先株式交付価額は、当会社にＤ種優先株式の条件変更を認める当会社の定款の変更を

株主が決議した日（2012年６月28日、本条において「Ｄ種優先株式条件変更日」という。）の直前

の取引日の大阪証券取引所における普通株式の終値（気配表示を含む。）とする（以下「Ｄ種優先

株式交付価額」という。）。ただし、Ｄ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を四捨五入する。

（２）Ｄ種優先株式交付価額の調整

（イ）下記の算式で計算するとＤ種優先株式交付価額が下落することとなる対価で、当会社が普通株式

を発行若しくは交付した、あるいは本号（２）（ロ）に従い発行若しくは交付したとみなされる

ときにはいつでも（株式分割の場合はこれに含まれるが、発行済みの新株予約権、普通株式の交

付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、その他同

様の権利を行使した時点での普通株式の発行は除外される。）、Ｄ種優先株式交付価額の計算に

先立ち、Ｄ種優先株式交付価額は以下のように引き下げられるものとする（以下「調整後Ｄ種優

先株式交付価額」という。）。調整後Ｄ種優先株式交付価額は円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。

    発行又は交付前のみなし発

行済み普通株式数
＋

当会社の受領対価

調整後Ｄ種優先
株式交付価額

＝
調整前Ｄ種優先
株式交付価額

×
時価

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数

 

上記算式における「みなし発行済み普通株式数」とは、当該時点において、当会社の普通株式を

対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利がすべて行使されたと仮定されたし

た場合（当該証券又は権利が当該時点において行使可能であるとして計算するものとする。）に

おける発行済み普通株式を意味する。ただし、当会社又はその完全子会社の勘定で所有又は保有

されている当会社の普通株式は一切含まれないものとして計算する。

上記算式における「当会社の受領対価」とは、該当する当会社の普通株式の発行若しくは交付に

より、当会社の普通株式の対価として当会社が受け取った、あるいは受け取ることになっている

現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を、さらに、普通株式を対象とする新株予

約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券

（権利）、その他同様の権利を発行若しくは交付した場合には、それらの行使により、当会社が

受け取った、あるいは受け取ることになっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の

合計額を意味する。

上記算式における「時価」とは、（ⅰ）当会社の普通株式が市場で取引されている場合には、調

整後Ｄ種優先株式交付価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日の東京証券取引所に

おける普通株式の毎日の１株当たり終値（気配表示を含む。）の単純平均価格（終値のない日は

除く。）、（ⅱ）普通株式が市場で取引されていない場合には、当会社の取締役会が誠意をもっ

て決定する普通株式の公正な時価を意味する。単純平均価格は円位未満小数第２位まで計算さ

れ、その小数第２位は四捨五入される。

（ロ）新株予約権の発行

当会社が当会社の普通株式を対象とする新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券

（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、その他同様の権利を発行、若しくは交

付する場合、かかる発行若しくは交付を、当該新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに

取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利

を行使により発行可能若しくは交付可能な当会社の普通株式の発行若しくは交付であるとみな
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し、これらの権利により当初条件に従い発行若しくは交付可能な数の当会社の普通株式が、かか

る新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行日若しくは交付日に発行若しくは交付されたも

のとみなされる。

（ハ）株式分割

当会社の普通株式の分割がなされた場合、上記Ｄ種優先株式交付価額の調整に関しては、かかる

株式分割により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合には効力発生

日）の翌日に当該普通株式が発行されたものとみなされるものとする。

（ニ）配当その他の分配

当会社が、当会社の普通株式に関し、配当を支払い又は普通株主に対してそのほかの分配を行っ

た場合（ただし、本項において該当しないとされる株式分割及び株式配当を除く。）、Ｄ種優先

株式交付価額は、かかる配当の１株あたり金額（又は現金以外による配当若しくは分配の場合に

おいて、当会社の取締役会で合理的に決定された当該配当及び分配の１株あたりの公正市場価

格）に相当する額を減額する。

（ホ）その他取締役会が定める調整

本項（２）（イ）乃至(ニ)で規定されている調整に加え、（ⅰ）合併、資本金の額の減少、自己

株式の取得、普通株式の併合、（ⅱ）普通株式数の変更、若しくは普通株式数の変更の可能性を

生じさせる事由の発生、又は（ⅲ）Ｄ種優先株式交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して

発生し、一方の事由に基づく調整後Ｄ種優先株式交付価額の算出に関して使用すべき時価が、他

方の事由によって影響されているとみなされる場合のうちいずれかが発生した場合には、当会社

の取締役会が適当と判断するＤ種優先株式交付価額に調整されるものとする。

（ヘ）解釈

本項に不明瞭な点がある場合、又はＤ種優先株式交付価額が調整されることとされていない何ら

かの事由に関連して当会社の取締役会がＤ種優先株式交付価額を調整することが公正であると誠

意をもって考える場合、当会社の取締役会は、本項の目的に照らし、公平かつ均衡であると妥当

に判断したときにＤ種優先株式交付価額を調整する権利を有するものとする。

（当会社の普通株式を対価とする取得条項）

９.①当会社は、2015年６月１日（同日を含む。）から2017年５月31日（同日を含む。）までの期間、当会社

の取締役会決議により定める日（以下本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＤ種優先

株式の全部又は一部を取得し、当該取得と引換えにＤ種優先株式のＤ種清算価値の総額をその時点で有

効なＤ種優先株式交付価額で除した数の当会社の普通株式を交付することができる。ただし、当会社の

普通株式の時価（上記通知の送付日付で前項第２号（２）（イ）に定めるところに従い計算されたも

の。）がその時点で有効なＤ種優先株式交付価額の150％を上回った場合に限る。また、当該株式数の算

出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

②当会社は、Ｄ種優先株主及びＤ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｄ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得条項）

10.①当会社は、いつでも（ただし、2017年６月１日以降に限る。）、取締役会の決議により定める日（以下

本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＤ種優先株式の全て若しくは一部を取得し、当

該取得と引換えにＤ種優先株式１株につき、Ｄ種優先株式取得価格（以下に定義）相当額の金銭を交付

することができる。

「Ｄ種優先株式取得価格」は、（ⅰ）Ｄ種清算価値、（ⅱ）Ｄ種最終配当金額（以下に定義）及び

（ⅲ）2019年３月31日以前に取得が行われる場合においては、Ｄ種早期取得費（以下に定義）を合計し

た額に相当する額とする。

「Ｄ種最終配当金額」とは、（ⅰ）取得日が2019年３月31日以前に開始する事業年度に属する場合は、

Ｄ種清算価値に1.5％を乗じた金額を、取得日の属する事業年度における事業年度初日から取得日（同日

を含む。）までの実日数で日割計算（365日）した金額、又は、（ⅱ）取得日が2019年４月１日以降に開

始する事業年度に属する場合は、Ｄ種清算価値にその時点で有効なＤ種優先株式増加配当率を乗じた金

額を、取得日の属する事業年度における事業年度初日から取得日（同日を含む。）までの実日数で日割

計算（365日）した金額に相当する金額を意味する。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）で特定された金額か

らは、かかるＤ種最終配当金額が計算される事業年度において支払われた全てのＤ種優先中間配当金額

が差し引かれるものとする。

「Ｄ種早期取得費」とは、（ⅰ）Ｄ種清算価値に、（ⅱ）Ｄ種発行日スワップ・レートから取得日の20

東京営業日前の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）としてTelerate
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Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される、取得日から2019年３月31日まで

の期間（以下、本項において「取得費計算期間」という。）に対応するスワップ・レート（当日の東京

時間午前10時現在の当該スワップ・レートを取得できない場合には、当該レートを取得できる直前の東

京営業日における当該レートとする。）（取得日が2018年４月１日以降の場合には、当該取得日の20ロ

ンドン営業日前のロンドン時間午前11時現在のユーロ円ロンドン・インター・バンク・オファード・

レート（円LIBOR（360日ベース））として、Telerate Systemsスクリーン3750ページ（又はその承継

ページ）に表示される、取得費計算期間に対応する数値とする。）（なお、いずれの場合も対応する期

間がない場合は線形補完で計算したレートとする。）を減じた率（ただし、かかる計算の結果が０以下

の場合には、当該計算によって得られた率は０とする。）を乗じた額に、（ⅲ）取得日から2019年３月

31日（同日を含む。）までの実日数を乗じ、365で除して得られた額に相当する額とする。ただし、Ｄ種

優先株式取得価格、Ｄ種最終配当金額及びＤ種早期取得費は円位未満小数第４位まで算出し、その小数

第４位を四捨五入する。

②当会社は、Ｄ種優先株主及びＤ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｄ種優先株式の一部につき本条に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により行

う。

（株主による取得請求権）

11.①株式会社新生銀行ならびにその子会社及び関係会社により合計で当会社の50％超の発行済普通株式が所

有されないこととなった場合、Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の全部を当会社が取得するよう、当会社

に対し請求することができる。

②前号にかかる取得価格は、１株につき当該請求によって行われるＤ種優先株式の取得日に有効なＤ種優

先株式取得価格に相当する額とする。

（優先配当金の除斥期間）

12． 第39条の規定は、Ｄ種優先配当金及びＤ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

13． Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位

はＢ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優

先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、そ

れぞれ同順位とする。

（譲渡に対する制限）

14． Ｄ種優先株式は、当会社の承認のある場合を除いて、売却、移転、譲渡し、又はこれに質権を設定する

（以下、これらの行為を総称して「譲渡等」という。）ことはできないものとする。但し、次の(ⅰ)な

いし(ⅲ)を全て満たした場合には譲渡等は承認されるものとする。(ⅰ)当該株式を250,000株以上を一括

して譲渡等すること、(ⅱ)譲渡等の相手方が金融商品取引法第２条に規定する定義に関する内閣府令

（平成５年大蔵省令第14号）第10条第１項に定義される適格機関投資家に該当すること、 (ⅲ)譲渡等が

Ｄ種優先株式の当初発行時から２年以内に実行される場合には、当会社に対し、譲渡等の譲渡先、譲渡

株数、譲渡価格、および譲渡の理由を当該譲渡等予定日の２週間前までに書面により通知するものと

し、当会社をして、大阪証券取引所に対して、必要な届出等を行うことを可能ならしめるべく必要な事

項が先行する通知に含まれていない場合にはかかる事項を別途遅滞なく通知すること。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

15． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

16． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

６．Ｇ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｇ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＧ種優先株式を有する株主（以下「Ｇ種優先株主」という。）又はＧ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｇ種優先登録株式質権者」という。）に対し、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記

載又は記録されている普通株主若しくは普通登録株式質権者、Ｂ種優先株主若しくはＢ種優先登録株式

質権者又は当会社の発行するその他のいかなる種類の株式（ただし、Ｄ種優先株式及びＨ種優先株式を

除く。以下、上記普通株式、ならびにＤ種優先株式及びＨ種優先株式を除く種類株式を総称して「Ｇ種

優先株式に劣後する株式」という。）を有する株主若しくはかかる株式の登録株式質権者に先立ち、本

項第２号に定める金額の期末配当（以下「Ｇ種優先配当金」という。）を行う。ただし、本条第４項に

定めるＧ種優先中間配当金が支払われた場合には、本号のＧ種優先配当金の支払いは、Ｇ種優先中間配

当金を差し引いた額による。
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②2008年３月31日に終了する事業年度の末日を基準日とする期末配当は行わない。

2008年４月１日（同日を含む。）から2015年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＧ種優先配当金として、Ｇ種優先株主又はＧ種優先

登録株式質権者に対して、2,000円（以下「Ｇ種清算価値」という。）に1.5％を乗じて算出される額に

相当する金銭を支払うものとする。

2015年４月１日以降に終了する各事業年度の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＧ種優先

配当金として、Ｇ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対して、Ｇ種清算価値にＧ種優先株式増加

配当率（以下に定義）を乗じて算出される額に相当する金銭を支払うものとする。

「Ｇ種優先株式増加配当率」とは、（ⅰ）当該基準日が属する事業年度の初日及びその直後の10月１日

（ただし、本条第11項に基づく取得にあたり、９月30日以前を取得日とする場合は、当該取得日の直前

の４月１日及び10月１日）（ロンドンにおいて銀行間ユーロ通貨市場が開かれており、銀行が営業を

行っている日であり、かつ関連するレートが取得可能な日（以下、本項において「ロンドン営業日」と

いう。）でない場合には翌ロンドン営業日）のロンドン時間午前11時現在のユーロ円６ヶ月物ロンド

ン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として

Telerate Systemsスクリーン3750ページ（又はその承継ページ）に表示される各数値の平均値、（ⅱ）

1.5％からＧ種優先株式の最初の発行日の２東京営業日（東京において銀行が営業を行っている日をい

う。以下同じ。）前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）とし

てTelerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される期間７年に対応するス

ワップ・レート（当日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）を取得

できない場合には、当該レートを取得できる直後の東京営業日における当該レートとする。）（以下、

かかるスワップ・レートを「Ｇ種発行日スワップ・レート」という。）を差し引いた率、及び（ⅲ）

1.5％を合計した率とする。ただし、Ｇ種優先株式増加配当率の計算は、％未満小数第４位まで算出し、

その小数第４位を四捨五入する。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｇ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｇ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｇ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対しては、Ｇ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わな

い。

（優先中間配当金）

４． 当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＧ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対し、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されているＧ種優先株式に劣後する株式を有する株主又はＧ種優先株式に劣後する株式の登録株

式質権者に先立ち、１株につきＧ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下「Ｇ種優先中

間配当金」という。）を行う。

（残余財産の分配）

５.①当会社の残余財産を分配するときは、Ｇ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対し、Ｇ種優先株式

に劣後する株式を有する株主又はＧ種優先株式に劣後する株式の登録株式質権者に先立ち、Ｇ種優先株

式１株につき、（ⅰ）Ｇ種清算価値、（ⅱ）Ｇ種最終配当金額（本条第11項に定義）、及び（ⅲ）2015

年３月31日以前に残余財産の分配が行われる場合には、Ｇ種早期取得費（本条第11項に定義）を合計し

た額に相当する額を支払う。ただし、本項の目的上、Ｇ種最終配当金額及びＧ種早期取得費の定義中、

「取得日」を「残余財産の分配が行われる日」と読み替えるものとする。

②Ｇ種優先株主又はＧ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

６． Ｇ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｇ種優先株主は、定時株主総会にＧ種

優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時から、Ｇ種優先配当金の支払

いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終結の時から、Ｇ種優先配当

金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までＧ種優先株式100株あたり１議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

７.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｇ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｇ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（Ｇ種優先株式の取得）

８． 当会社は、いつでも、Ｇ種優先株式を取得することができる。

（当会社の普通株式を対価とする取得請求権）
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９.①Ｇ種優先株主は、2010年３月１日以降いつでも、下記条件により、その有するＧ種優先株式を当会社が

取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができる。

②前号の請求に基づく当会社によるＧ種優先株式の取得と引換えに当会社がＧ種優先株主に交付すべき当

会社の普通株式数は、当該Ｇ種優先株主が取得請求のために提出したＧ種優先株式のＧ種清算価値の総

額をその時点で有効なＧ種優先株式交付価額（以下に定義）で除した数とする。ただし、当該株式数の

算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

（１）Ｇ種優先株式交付価額

当初のＧ種優先株式交付価額は、当会社にＧ種優先株式の発行を認めた当会社の定款の変更を株主

が決議した後の最初の取引日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の大阪証券取引所にお

ける当会社の普通株式の各取引日の出来高加重平均価格（以下、本項において「ＶＷＡＰ価格」と

いう。）として大阪証券取引所において公表される価格（大阪証券取引所においてＶＷＡＰ価格が

公表されない場合には、当該取引日の東京時間の午後３時から４時の間にブルームバーグL.P.が提

供する普通株式のＶＷＡＰ価格とし、かかるＶＷＡＰ価格が当該取引日に提供されない場合には、

当該取引日の大阪証券取引所における普通株式の終値（気配表示を含む。）とする。）の単純平均

価格に相当する金額とする。ただし、当初のＧ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（２）Ｇ種優先株式交付価額の調整

（イ）下記の算式で計算するとＧ種優先株式交付価額を下落させることとなる対価で、当会社が普通株

式を発行若しくは交付した、又は本号（２）（ロ）に従って発行若しくは交付したとみなされる

ときにはいつでも（発行済みの新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券

（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利の行使による当

会社の普通株式の発行又は交付は除外される。）、かかる発行時若しくは交付時、又は発行若し

くは交付したとみなされた直後に、Ｇ種優先株式交付価額は以下に従い減額される（以下、この

ように減額されたＧ種優先株式交付価額を「調整後Ｇ種優先株式交付価額」という。）。ただ

し、調整後Ｇ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

    発行又は交付前のみなし
発行済み普通株式数

＋
当会社の受領対価

調整後Ｇ種優先
株式交付価額

＝
調整前Ｇ種優先
株式交付価額

×
時価

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数

 

上記算式における「みなし発行済み普通株式数」とは、当該時点において、当会社の普通株式を

対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利がすべて行使されたと仮定した場合

（当該証券又は権利が当該時点において行使可能であるとして計算するものとする。）における

発行済み普通株式数を意味する。ただし、当会社又はその完全子会社の勘定で所有又は保有され

ている当会社の普通株式は一切含まないものとして計算する。

上記算式における「当会社の受領対価」とは、当会社の普通株式の発行又は交付の場合には、当

該発行又は交付により、当会社の普通株式の対価として当会社が受け取った、又は受け取ること

になっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を意味し、また、普通株式を

対象とする新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させる

ことができる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行若しくは交付の場合には、当該発行又

は交付により、当該証券又は権利の対価として当会社が受け取った、又は受け取ることになって

いる現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額に、それらの行使により、当会社が受

け取ることになっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を加えた額を意味

するものとする。

上記算式における「時価」とは、（ⅰ）当会社の普通株式が市場で取引されている場合には、調

整後Ｇ種優先株式交付価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日（終値がない日は除

く。）の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の１株当たり終値（気配表示を含

む。）の単純平均価格（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、

又は（ⅱ）当会社の普通株式が市場で取引されていない場合には、当会社の取締役会が誠意を

もって決定する当会社の普通株式の公正な価額を意味する。

（ロ）新株予約権等の発行

当会社が当会社の普通株式を対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得さ

れる証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利を発行

又は交付する場合、かかる発行又は交付を、当該新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換え

に取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権

利の行使により発行可能若しくは交付可能な当会社の普通株式の発行又は交付であるとみなし、
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これらの権利により当初条件に従い発行又は交付可能な数の当会社の普通株式が、かかる新株予

約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行日若しくは交付日に発行又は交付されたものと

みなされるものとする。

（ハ）株式分割

当会社の普通株式の分割がなされた場合、上記算式に拘らず、Ｇ種優先株式交付価額は、当該株

式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力発生日）の直前に本項に基づくＧ種優先株

式の取得請求が行われていたと仮定した場合にＧ種優先株主が保有することになる数の当会社の

普通株式を、Ｇ種優先株主が本項に基づく取得請求により交付を受けることができるように適切

に調整される。かかる調整は、当該株式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力発生

日）の翌日に行われる。

（ニ）配当その他の分配

当会社が、当会社の普通株式に関し、配当を支払い又は普通株主に対してそのほかの分配を行っ

た場合（ただし、株式分割及び株式配当を除く。）、Ｇ種優先株式交付価額は、かかる配当の１

株あたり金額（又は現金以外による配当若しくは分配の場合には、当会社の取締役会で合理的に

決定された当該配当及び分配の１株あたりの公正市場価格）に相当する額を減額される。

（ホ）その他当会社の取締役会が定める調整

本号（２）（イ）乃至（ニ）で規定されている調整に加え、（ⅰ）合併、資本金の額の減少、自

己株式の取得、若しくは当会社の普通株式の併合、（ⅱ）当会社の普通株式数の変更、若しくは

当会社の普通株式数の変更の可能性を生ぜしめる事由の発生、又は（ⅲ）Ｇ種優先株式交付価額

を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後Ｇ種優先株式交付価額

の算出に関して使用すべき時価が、他方の事由によって影響されているとみなされる場合のうち

いずれかが発生した場合には、当会社の取締役会が適当と判断するＧ種優先株式交付価額に調整

されるものとする。

（ヘ）解釈

本項に不明瞭な点がある場合、又はＧ種優先株式交付価額が調整されることとされていない何ら

かの事象の発生に関連して当会社の取締役会がＧ種優先株式交付価額を調整することが公正であ

ると誠意をもって考える場合、当会社の取締役会は、本項の目的に照らし、公平かつ均衡である

と妥当に判断したときにＧ種優先株式交付価額を調整する権利を有するものとする。

（当会社の普通株式を対価とする取得条項）

10.①当会社は、2011年４月１日（同日を含む。）から2013年３月31日（同日を含む。）までの期間、当会社

の取締役会決議により定める日をもって、Ｇ種優先株主及びＧ種優先登録株式質権者に対して35日以上

90日以内に事前通知を行った上で、発行済みＧ種優先株式の全部又は一部を取得し、当該取得と引換え

にＧ種優先株式のＧ種清算価値の総額をその時点で有効なＧ種優先株式交付価額で除した数の当会社の

普通株式を交付することができる。ただし、当会社の普通株式の時価（上記通知の送付日付で前項第２

号（２）（イ）に定めるところに従い計算されたもの。）がその時点で有効なＧ種優先株式交付価額の

150％を上回った場合に限る。また、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社

法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

②Ｇ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得条項）

11.①当会社は、いつでも（ただし、2013年４月１日以降に限る。）、当会社の取締役会の決議により定める

日（以下、本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＧ種優先株式の全部又は一部を取得

し、当該取得と引換えにＧ種優先株式１株につき、Ｇ種優先株式取得価格（以下に定義）相当額の金銭

を交付することができる。

「Ｇ種優先株式取得価格」とは、（ⅰ）Ｇ種清算価値、（ⅱ）Ｇ種最終配当金額（以下に定義）、及び

（ⅲ）2015年３月31日以前に取得が行われる場合においては、Ｇ種早期取得費（以下に定義）を合計し

た額に相当する額を意味する。

「Ｇ種最終配当金額」とは、（ⅰ）取得日が2015年３月31日以前に開始する事業年度に属する場合は、

Ｇ種清算価値に1.5％を乗じた金額を、当該事業年度の初日から取得日（同日を含む。）までの実日数で

日割計算した金額、又は（ⅱ）取得日が2015年４月１日以降に開始する事業年度に属する場合は、Ｇ種

清算価値にその時点で有効なＧ種優先株式増加配当率を乗じた金額を、取得日の属する事業年度におけ

る事業年度初日から取得日（同日を含む。）までの日数で日割計算した金額に相当する金額を意味す

る。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）により計算された金額から、取得日が属する事業年度において支払

われた全てのＧ種優先中間配当金の額が差し引かれるものとする。
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「Ｇ種早期取得費」とは、（ⅰ）Ｇ種清算価値に、（ⅱ）Ｇ種発行日スワップ・レートから、取得日の

５東京営業日前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）として

Telerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される、取得日から2015年３月

31日までの期間（以下、本項において「取得費計算期間」という。）に対応するスワップ・レート（当

日の東京時間午前10時現在の当該スワップ・レートを取得できない場合には、当該レートを取得できる

直前の東京営業日における当該レートとする。）（ただし、取得日が2014年４月１日以降の場合には、

当該取得日の５ロンドン営業日前の日のロンドン時間午前11時現在のユーロ円ロンドン・インター・バ

ンク・オファード・レート（円LIBOR（ 360日ベース））としてTelerate Systemsスクリーン3750ページ

（又はその承継ページ）に表示される、取得費計算期間に対応する数値とする。）（なお、いずれの場

合も対応する期間がない場合は線形補完で計算したレートとする。）を減じた率（ただし、かかる計算

の結果が０以下の場合には、当該計算によって得られた率を０とする。）を乗じた額に、（ⅲ）取得日

から2015年３月31日（同日を含む。）までの実日数を乗じ、365で除して得られた額に相当する金額とす

る。ただし、Ｇ種優先株式取得価格、Ｇ種最終配当金額及びＧ種早期取得費の計算は円位未満小数第４

位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

②当会社は、Ｇ種優先株主及びＧ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｇ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得請求権）

12.①株式会社新生銀行ならびにその子会社及び関係会社により合計で当会社の50％超の発行済普通株式が所

有されないこととなった場合、Ｇ種優先株主は、Ｇ種優先株式の全部を当会社が取得するよう、当会社

に対し請求することができる。

②前号にかかる取得価格は、１株につき当該請求によって行われるＧ種優先株式の取得の取得日に有効な

Ｇ種優先株式取得価額に相当する額とする。

（優先配当金の除斥期間）

13． 第39条の規定は、Ｇ種優先配当金及びＧ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

14． Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位

はＢ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優

先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、そ

れぞれ同順位とする。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

15． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

16． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

７．Ｈ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｈ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＨ種優先株式を有する株主（以下「Ｈ種優先株主」という。）又はＨ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｈ種優先登録株式質権者」という。）に対し、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記

載又は記録されている普通株主若しくは普通登録株式質権者、Ｂ種優先株主若しくはＢ種優先登録株式

質権者又は当会社の発行するその他のいかなる種類の株式（ただし、Ｄ種優先株式及びＧ種優先株式を

除く。以下、上記普通株式、ならびにＤ種優先株式及びＧ種優先株式を除く種類株式を総称して「Ｈ種

優先株式に劣後する株式」という。）を有する株主若しくはかかる株式の登録株式質権者に先立ち、本

項第２号に定める金額の期末配当（以下「Ｈ種優先配当金」という。）を行う。ただし、本条第４項に

定めるＨ種優先中間配当金が支払われた場合には、本号のＨ種優先配当金の支払いは、Ｈ種優先中間配

当金を差し引いた額による。

②2009年３月31日に終了する事業年度の末日を基準日とする期末配当は行わない。

2009年４月１日（同日を含む。）から2016年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＨ種優先配当金として、Ｈ種優先株主又はＨ種優先

登録株式質権者に対して、2,000円（以下「Ｈ種清算価値」という。）に1.5％を乗じて算出される額に

相当する金銭を支払うものとする。

2016年４月１日以降に終了する各事業年度の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＨ種優先

配当金として、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対して、Ｈ種清算価値にＨ種優先株式増加

配当率（以下に定義）を乗じて算出される額に相当する金銭を支払うものとする。

「Ｈ種優先株式増加配当率」とは、（ⅰ）当該基準日が属する事業年度の初日及びその直後の10月１日
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（ただし、本条第11項に基づく取得にあたり、９月30日以前を取得日とする場合は、当該取得日の直前

の４月１日及び10月１日）（ロンドンにおいて銀行間ユーロ通貨市場が開かれており、銀行が営業を

行っている日であり、かつ関連するレートが取得可能な日（以下、本項において「ロンドン営業日」と

いう。）でない場合には翌ロンドン営業日）のロンドン時間午前11時現在のユーロ円６ヶ月物ロンド

ン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として

Telerate Systemsスクリーン3750ページ（又はその承継ページ）に表示される各数値の平均値、（ⅱ）

1.5％からＨ種優先株式の最初の発行日の２東京営業日（東京において銀行が営業を行っている日をい

う。以下同じ。）前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）とし

てTelerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される期間７年に対応するス

ワップ・レート（当日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）を取得

できない場合には、当該レートを取得できる直後の東京営業日における当該レートとする。）（以下、

かかるスワップ・レートを「Ｈ種発行日スワップ・レート」という。）を差し引いた率、及び（ⅲ）

1.5％を合計した率とする。ただし、Ｈ種優先株式増加配当率の計算は、％未満小数第４位まで算出し、

その小数第４位を四捨五入する。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｈ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対しては、Ｈ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わな

い。

（優先中間配当金）

４． 当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＨ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対し、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されているＨ種優先株式に劣後する株式を有する株主又はＨ種優先株式に劣後する株式の登録株

式質権者に先立ち、１株につきＨ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下「Ｈ種優先中

間配当金」という。）を行う。

（残余財産の分配）

５.①当会社の残余財産を分配するときは、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対し、Ｈ種優先株式

に劣後する株式を有する株主又はＨ種優先株式に劣後する株式の登録株式質権者に先立ち、Ｈ種優先株

式１株につき、（ⅰ）Ｈ種清算価値、（ⅱ）Ｈ種最終配当金額（本条第11項に定義）、及び（ⅲ）2016

年３月31日以前に残余財産の分配が行われる場合には、Ｈ種早期取得費（本条第11項に定義）を合計し

た額に相当する額を支払う。ただし、本項の目的上、Ｈ種最終配当金額及びＨ種早期取得費の定義中、

「取得日」を「残余財産の分配が行われる日」と読み替えるものとする。

②Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対しては、前号の他、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

６． Ｈ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｈ種優先株主は、定時株主総会にＨ種

優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時から、Ｈ種優先配当金の支払

いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終結の時から、Ｈ種優先配当

金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までＨ種優先株式100株当たり１議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

７.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｈ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｈ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（Ｈ種優先株式の取得）

８． 当会社は、いつでも、Ｈ種優先株式を取得することができる。

（当会社の普通株式を対価とする取得請求権）

９.①Ｈ種優先株主は、2011年３月１日以降いつでも、下記条件により、その有するＨ種優先株式を当会社が

取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができる。

②前号の請求に基づく当会社によるＨ種優先株式の取得と引換えに当会社がＨ種優先株主に交付すべき当

会社の普通株式数は、当該Ｈ種優先株主が取得請求のために提出したＨ種優先株式のＨ種清算価値の総

額をその時点で有効なＨ種優先株式交付価額（以下に定義）で除した数とする。ただし、当該株式数の

算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

（１）Ｈ種優先株式交付価額

当初のＨ種優先株式交付価額は、当会社にＨ種優先株式の発行を認めた当会社の定款の変更を株主

が決議した後の最初の取引日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の大阪証券取引所にお

ける当会社の普通株式の各取引日の出来高加重平均価格（以下、本項において「ＶＷＡＰ価格」と
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いう。）として大阪証券取引所において公表される価格（大阪証券取引所においてＶＷＡＰ価格が

公表されない場合には、当該取引日の東京時間の午後３時から４時の間にブルームバーグL.P.が提

供する普通株式のＶＷＡＰ価格とし、かかるＶＷＡＰ価格が当該取引日に提供されない場合には、

当該取引日の大阪証券取引所における普通株式の終値（気配表示を含む。）とする。）の単純平均

価格に相当する金額とする。ただし、当初のＨ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（２）Ｈ種優先株式交付価額の調整

（イ）下記の算式で計算するとＨ種優先株式交付価額を下落させることとなる対価で、当会社が普通株

式を発行若しくは交付した、又は本号（２）（ロ）に従って発行若しくは交付したとみなされる

ときにはいつでも（発行済みの新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券

（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利の行使による当

会社の普通株式の発行又は交付は除外される。）、かかる発行時若しくは交付時、又は発行若し

くは交付したとみなされた直後に、Ｈ種優先株式交付価額は以下に従い減額される（以下、この

ように減額されたＨ種優先株式交付価額を「調整後Ｈ種優先株式交付価額」という。）。ただ

し、調整後Ｈ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

    発行又は交付前のみなし

発行済み普通株式数
＋

当会社の受領対価

調整後Ｈ種優先
株式交付価額

＝
調整前Ｈ種優先
株式交付価額

×
時価

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数

 

上記算式における「みなし発行済み普通株式数」とは、当該時点において、当会社の普通株式を

対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利が全て行使されたと仮定した場合

（当該証券又は権利が当該時点において行使可能であるとして計算するものとする。）における

発行済み普通株式数を意味する。ただし、当会社又はその完全子会社の勘定で所有又は保有され

ている当会社の普通株式は一切含まないものとして計算する。

上記算式における「当会社の受領対価」とは、当会社の普通株式の発行又は交付の場合には、当

該発行又は交付により、当会社の普通株式の対価として当会社が受け取った、又は受け取ること

になっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を意味し、また、普通株式を

対象とする新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させる

ことができる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行若しくは交付の場合には、当該発行又

は交付により、当該証券又は権利の対価として当会社が受け取った、又は受け取ることになって

いる現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額に、それらの行使により、当会社が受

け取ることになっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を加えた額を意味

する。

上記算式における「時価」とは、（ⅰ）当会社の普通株式が市場で取引されている場合には、調

整後Ｈ種優先株式交付価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日（終値がない日は除

く。）の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の１株当たり終値（気配表示を含

む。）の単純平均価格（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、

又は（ⅱ）当会社の普通株式が市場で取引されていない場合には、当会社の取締役会が誠意を

もって決定する当会社の普通株式の公正な時価を意味する。

（ロ）新株予約権等の発行

当会社が当会社の普通株式を対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得さ

れる証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利を発行

又は交付する場合、かかる発行又は交付を、当該新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換え

に取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権

利の行使により発行可能若しくは交付可能な当会社の普通株式の発行又は交付であるとみなし、

これらの権利により当初条件に従い発行又は交付可能な数の当会社の普通株式が、かかる新株予

約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行日若しくは交付日に発行又は交付されたものと

みなす。

（ハ）株式分割

当会社の普通株式の分割がなされた場合、上記算式にかかわらず、Ｈ種優先株式交付価額は、当

該株式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力発生日）の直前に本項に基づくＨ種優

先株式の取得請求が行われていたと仮定した場合にＨ種優先株主が保有することになる数の当会

社の普通株式を、Ｈ種優先株主が本項に基づく取得請求により交付を受けることができるように
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適切に調整される。かかる調整は、当該株式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力

発生日）の翌日に行われる。

（ニ）配当その他の分配

当会社が、当会社の普通株式に関し、配当を支払い又は普通株主に対してその他の分配を行った

場合（ただし、株式分割及び株式配当を除く。）、Ｈ種優先株式交付価額は、かかる配当の１株

当たり金額（又は現金以外による配当若しくは分配の場合には、当会社の取締役会で合理的に決

定された当該配当及び分配の１株当たりの公正市場価格）に相当する額を減額される。

（ホ）その他当会社の取締役会が定める調整

本号（２）（イ）乃至（ニ）で規定されている調整に加え、（ⅰ）合併、減資、自己株式の取

得、若しくは当会社の普通株式の併合、（ⅱ）当会社の普通株式数の変更、若しくは当会社の普

通株式数の変更の可能性を生ぜしめる事由の発生、又は（ⅲ）Ｈ種優先株式交付価額を調整すべ

き事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後Ｈ種優先株式交付価額の算出に関

して使用すべき時価が、他方の事由によって影響されているとみなされる場合のうちいずれかが

発生した場合には、当会社の取締役会が適当と判断するＨ種優先株式交付価額に調整されるもの

とする。

（へ）解釈

本項に不明瞭な点がある場合、又はＨ種優先株式交付価額が調整されることとされていない何ら

かの事象の発生に関連して当会社の取締役会がＨ種優先株式交付価額を調整することが公正であ

ると誠意をもって考える場合、当会社の取締役会は、本項の目的に照らし、公平かつ均衡である

と妥当に判断したときにＨ種優先株式交付価額を調整する権利を有するものとする。

（当会社の普通株式を対価とする取得条項）

10.①当会社は、2012年４月１日（同日を含む。）から2014年３月31日（同日を含む。）までの期間、当会社

の取締役会決議により定める日をもって、Ｈ種優先株主及びＨ種優先登録株式質権者に対して35日以上

90日以内に事前通知を行った上で、発行済みＨ種優先株式の全部又は一部を取得し、当該取得と引換え

にＨ種優先株式のＨ種清算価値の総額をその時点で有効なＨ種優先株式交付価額で除した数の当会社の

普通株式を交付することができる。ただし、当会社の普通株式の時価（上記通知の送付日付で前項第２

号（２）（イ）に定めるところに従い計算されたもの。）がその時点で有効なＨ種優先株式交付価額の

150％を上回った場合に限る。また、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社

法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

②Ｈ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得条項）

11.①当会社は、いつでも（ただし、2014年４月１日以降に限る。）、当会社の取締役会の決議により定める

日（以下、本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＨ種優先株式の全部又は一部を取得

し、当該取得と引換えにＨ種優先株式１株につき、Ｈ種優先株式取得価格（以下に定義）相当額の金銭

を交付することができる。

「Ｈ種優先株式取得価格」とは、（ⅰ）Ｈ種清算価値、（ⅱ）Ｈ種最終配当金額、及び（ⅲ）2016年３

月31日以前に取得が行われる場合においては、Ｈ種早期取得費を合計した額に相当する額を意味する。

「Ｈ種最終配当金額」とは、（ⅰ）取得日が2016年３月31日以前に開始する事業年度に属する場合は、

Ｈ種清算価値に1.5％を乗じた金額を、当該事業年度の初日から取得日（同日を含む。）までの実日数で

日割計算した金額、又は（ⅱ）取得日が2016年４月１日以降に開始する事業年度に属する場合は、Ｈ種

清算価値にその時点で有効なＨ種優先株式増加配当率を乗じた金額を、取得日の属する事業年度におけ

る事業年度初日から取得日（同日を含む。）までの日数で日割計算した金額に相当する金額を意味す

る。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）により計算された金額から、取得日が属する事業年度において支払

われた全てのＨ種優先中間配当金の額が差し引かれるものとする。

「Ｈ種早期取得費」とは、（ⅰ）Ｈ種清算価値に、（ⅱ）Ｈ種発行日スワップ・レートから、取得日の

５東京営業日前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）として

Telerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される、取得日から2016年３月

31日までの期間（以下、本項において「取得費計算期間」という。）に対応するスワップ・レート（当

日の東京時間午前10時現在の当該スワップ・レートを取得できない場合には、当該レートを取得できる

直前の東京営業日における当該レートとする。）（ただし、取得日が2015年４月１日以降の場合には、

当該取得日の５ロンドン営業日前の日のロンドン時間午前11時現在のユーロ円ロンドン・インター・バ

ンク・オファード・レート（円LIBOR（360日ベース））としてTelerate Systemsスクリーン3750ページ

（又はその承継ページ）に表示される、取得費計算期間に対応する数値とする。）（なお、いずれの場

合も対応する期間がない場合は線形補完で計算したレートとする。）を減じた率（ただし、かかる計算

の結果が０以下の場合には、当該計算によって得られた率を０とする。）を乗じた額に、（ⅲ）取得日
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から2016年３月31日（同日を含む。）までの実日数を乗じ、365で除して得られた額に相当する金額とす

る。ただし、Ｈ種優先株式取得価格、Ｈ種最終配当金額及びＨ種早期取得費の計算は円位未満小数第４

位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

②当会社は、Ｈ種優先株主及びＨ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｈ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得請求権）

12.①株式会社新生銀行ならびにその子会社及び関係会社により合計で当会社の50％超の発行済普通株式が所

有されないこととなった場合、Ｈ種優先株主は、Ｈ種優先株式の全部を当会社が取得するよう、当会社

に対し請求することができる。

②前号に係る取得価格は、１株につき当該請求によって行われるＨ種優先株式の取得日に有効なＨ種優先

株式取得価格に相当する額とする。

（優先配当金の除斥期間）

13． 第39条の規定は、Ｈ種優先配当金及びＨ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

14． Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位

はＢ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優

先株式、Ｇ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、そ

れぞれ同順位とする。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

15． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

16． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数残高
（千株）

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年11月11日

（注）

 
 

普通株式
1,524,211

－

 

15,000

 

－

 

3,750

 

 
 

第一回Ｂ種優先株式
2,500

 
 

Ｄ種優先株式
8,500

Ｇ種優先株式
△5,000

Ｇ種優先株式
8,000

 
 

Ｈ種優先株式
32,250

　（注）消却したことにより減少しております。

(6)【所有者別状況】

 ① 普通株式

平成28年３月31日現在
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区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 26 35 310 59 21 9,258 9,709 －

所有株式数

（単元）
－ 118,226 44,692 14,568,943 16,685 1,524 491,361 15,241,431 68,052

所有株式数の

割合（％）
－ 0.78 0.29 95.59 0.11 0.01 3.22 100.00 －

　（注）自己株式 4,688株は「個人その他」に46単元、「単元未満株式の状況」に88株含まれております。

 ② 第一回Ｂ種優先株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ 25,000 － － － － － 25,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00 －

 

EDINET提出書類

株式会社アプラスフィナンシャル(E03697)

有価証券報告書

32/88



 ③ Ｄ種優先株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ 85,000 － － － － － 85,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00 －

 

 ④ Ｇ種優先株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ 80,000 － － － － － 80,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00 －

 

 ⑤ Ｈ種優先株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ 322,500 － － － － － 322,500 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00 －
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(7)【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新生フィナンシャル株式会社 東京都千代田区外神田三丁目12番８号 1,446,267 91.79

株式会社新生銀行 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号 51,250 3.25

小手川　隆 東京都港区 2,493 0.15

株式会社エクシブ 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 2,287 0.14

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 2,104 0.13

株式会社エクシブネット 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 1,897 0.12

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,659 0.10

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,518 0.09

ＴＩＳ株式会社 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号 1,449 0.09

株式会社Ａｅｘ 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 1,206 0.07

計 － 1,512,133 95.98

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）および日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式は、信託業務に係るものであります。

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

新生フィナンシャル株式会社 東京都千代田区外神田三丁目12番8号 14,462,674 91.80

株式会社新生銀行 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号 512,500 3.25

小手川　隆 東京都港区 24,936 0.15

株式会社エクシブ 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 22,871 0.14

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 21,044 0.13

株式会社エクシブネット 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 18,975 0.12

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,593 0.10

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 15,184 0.09

ＴＩＳ株式会社 東京都新宿区西新宿８丁目17番1号 14,495 0.09

株式会社Ａｅｘ 東京都豊島区北大塚二丁目34番15号 12,061 0.07

計 － 15,121,333 95.98
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(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
4,600 －

「１．株式等の状況　(1）

株式の総数等　②　発行済

株式」に記載のとおりであ

ります。

完全議決権株式（その他）

普通株式 1,524,138,500 15,241,385

同上

第一回Ｂ種優先

株式
2,500,000 25,000

Ｄ種優先株式 8,500,000 85,000

Ｇ種優先株式 8,000,000 80,000

Ｈ種優先株式 32,250,000 322,500

単元未満株式 普通株式 68,052 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  1,575,461,152 － －

総株主の議決権 － 15,753,885 －

（注）第一回Ｂ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｇ種優先株式およびＨ種優先株式は、平成27年３月期に係る配当がな

かったため、議決権を有しております。

②【自己株式等】

普通株式 平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アプラス

フィナンシャル

 

大阪市浪速区湊町

一丁目２番３号

4,600 － 4,600 0.00

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社アプラスフィナンシャル(E03697)

有価証券報告書

35/88



２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　　 会社法第155条第１号に該当するＧ種優先株式の取得および会社法第155条第７号に該当する

普通株式の取得
 
(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

Ｇ種優先株式

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年10月５日）での決議状況

（取得日　平成27年11月11日）
5,000,000 10,120,125,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 5,000,000 10,120,125,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －

 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

普通株式

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 444 56,305

当期間における取得自己株式 83 8,466

 （注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月29日）

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式     

Ｇ種優先株式 5,000,000 10,120,125,000 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数     

普通株式 4,688 － 4,771 －

 （注）当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

配当につきましては、財務体質の強化および将来の事業展開への備え、当社グループを取り巻く事業環境などを総

合的に勘案し、中長期的な視点にたって株主の皆さまへ安定的な利益還元を行うことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、内部留保による財務基盤の強化を図るとともに、将来の優先株式の処

理に備えた自己資本の充実を図るため、誠に遺憾ながら、すべての種類株式について無配とさせていただきました。

内部留保資金につきましては、中期経営計画ビジョンの実現に向けた基盤整備および財務体質の強化のために効果

的に活用してまいります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

当社の定款の定めるところにより、優先株主に対しては、次に定める各種優先株式の優先配当金を超えて配当をす

ることはできません。

Ｂ種優先株式・・・１株につき　100.00円

Ｄ種優先株式・・・１株につき　 30.00円

Ｇ種優先株式・・・１株につき　 30.00円

Ｈ種優先株式・・・１株につき　 30.00円

本有価証券報告書提出時点の優先株式の内容は、「１．株式等の状況　(1)株式の総数等　②発行済株式」に記載

のとおりであります。

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 69 271 284 184 147

最低（円） 37 43 110 117 74

（注）最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所（市場第一部）におけるものであり、それ以前は大阪

証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 平成27年11月 平成27年12月 平成28年１月 平成28年２月 平成28年３月

最高（円） 129 125 116 109 111 107

最低（円） 109 110 104 88 74 86

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　11名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

（代表取締役）

最高

経営責任者
渡部　晃 昭和34年７月22日生

 
昭和58年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成23年６月 株式会社新生銀行常務執行役員金融市

場部門長

平成25年６月 新生フィナンシャル株式会社常勤監査

役

平成28年４月 同社取締役（現任）

平成28年４月 株式会社新生銀行執行役員個人担当

（現任）

平成28年４月 当社顧問

平成28年６月 株式会社アプラス代表取締役社長

社長執行役員（現任）

平成28年６月 株式会社アプラスパーソナルローン代

表取締役社長（現任）

平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）
 

(注)３ －

取締役副社長

（代表取締役）
 渡邉　昌治 昭和33年３月17日生

 
昭和55年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成22年12月 株式会社新生銀行執行役員人事部長

平成23年４月 当社副社長執行役員

平成23年６月 株式会社アプラス代表取締役副社長

副社長執行役員管理部門（現コーポ

レートスタッフ部門）部門長（現任）

平成23年６月 株式会社アプラスパーソナルローン代

表取締役副社長（現任）

平成23年６月 当社代表取締役副社長（現任）
 

(注)３
普通株式

21

取締役  奥田　正一 昭和34年10月２日生

 
昭和57年４月 当社入社

平成17年３月 当社企業戦略部長

平成19年６月 当社執行役員商品部長

平成23年６月 株式会社アプラス取締役執行役員事業

部門長

平成23年６月 株式会社アプラスパーソナルローン取

締役（現任）

平成23年６月 当社取締役（現任）

平成23年６月 アルファ債権回収株式会社取締役（現

任）

平成24年５月 株式会社アプラス取締役常務執行役員

事業部門長

平成28年６月 株式会社アプラス取締役専務執行役員

事業部門長（現任）
 

(注)３
普通株式

53

取締役  山下　雅史 昭和33年10月５日生

 
昭和58年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成25年４月 株式会社新生銀行常務執行役員個人部

門副部門長コンシューマーファイナン

ス本部長

平成25年４月 株式会社アプラス取締役（現任）

平成25年４月 株式会社アプラスパーソナルローン取

締役（現任）

平成25年５月 新生フィナンシャル株式会社取締役

（現任）

平成25年６月 当社取締役（現任）

平成28年４月 株式会社新生銀行常務執行役員特命担

当（グループ組織戦略主担当）（現

任）
 

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  小座野　喜景 昭和37年11月1日生

 
昭和61年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成28年４月 株式会社新生銀行常務執行役員特命担

当（グループ事業戦略主担当）（現

任）

平成28年６月 株式会社アプラス取締役（現任）

平成28年６月 株式会社アプラスパーソナルローン取

締役（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）
  

(注)３ －

取締役  清水　哲朗 昭和42年10月11日生

 
平成２年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成27年６月 株式会社新生銀行執行役員個人営業本

部長

平成27年６月 株式会社アプラス取締役（現任）

平成27年６月 株式会社アプラスパーソナルローン取

締役（現任）

平成27年６月 当社取締役（現任）

平成28年４月 株式会社新生銀行常務執行役員個人総

括兼グループ事業戦略副担当（現任）

 

(注)３ －

取締役  杉江　陸 昭和46年７月13日生

 
平成６年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

銀行）入行

平成24年６月 新生フィナンシャル株式会社代表取締

役社長兼ＣＥＯ（現任）

平成28年４月 株式会社新生銀行執行役員個人担当兼

グループ事業戦略副担当（現任）

平成28年６月 株式会社アプラス取締役（現任）

平成28年６月 株式会社アプラスパーソナルローン取

締役（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役  内川　治哉 昭和45年10月31日生

 
平成10年４月 弁護士登録　御堂筋法律事務所入所

平成17年１月 弁護士法人御堂筋法律事務所パート

ナー（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

監査役  長谷川　聡一郎 昭和30年12月10日生

 
昭和53年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成22年９月 株式会社新生銀行執行役員マネージメ

ント事務局部長

平成25年６月 株式会社アプラス監査役（現任）

平成25年６月 当社監査役（現任）
 

(注)４
普通株式

7

監査役  竹内　晃 昭和33年３月16日生

 
昭和56年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成19年12月 株式会社新生銀行ビジネスプロモー

ションユニット４ユニット長

平成20年６月 当社監査役（現任）

平成21年４月 株式会社アプラスクレジット（現株式

会社アプラス）監査役（現任）

平成21年４月 株式会社アプラスパーソナルローン監

査役（現任）
 

(注)４
普通株式

12

監査役  冨田　昌義 昭和39年６月８日生

 
昭和63年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成28年４月 株式会社新生銀行執行役員個人担当兼

個人企画部長（現任）

平成28年４月 新生フィナンシャル株式会社監査役

（現任）

平成28年６月 株式会社アプラス監査役（現任）

平成28年６月 当社監査役（現任）

 

(注)５ －

    計  93
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　（注）１．取締役内川治哉は、社外取締役であります。

２．監査役長谷川聡一郎および竹内晃は、社外監査役であります。

３．平成28年６月28日開催の定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

４．平成27年６月25日開催の定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

５．平成28年６月28日開催の定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

６．当社では、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監

査役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴等は次のとおりであり、石井浩史は補欠社外監査役であります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

石井　浩史 昭和37年２月23日生
昭和59年４月

平成28年６月

株式会社日本長期信用銀行（現株式会社新生銀行）入行

新生プロパティファイナンス株式会社監査役（現任）
ー
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスの状況につきましては、連結会社の企業統治に関する事項について記載しておりま

す。

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、経営監視機能の強化およびコンプライアンス体制の充実による経営の健全性を保持し、経営環

境の変化への迅速な対応および経営効率の向上を図ることをコーポレート・ガバナンスに関する基本方針としてお

ります。

② 企業統治の体制

ア．企業統治の体制の概要および企業統治の体制を選択する理由

当社は、取締役会および監査役会を設置し、委員会設置会社に代表される業務執行と監督機能を組織的に分離

せず、監査役会の設置を前提として、取締役会が監督機能を有する体制とすることで、事業持株会社として客観

的な立場から経営を監視し、その実効性を高めることでコーポレート・ガバナンス体制の充実を図れるよう、現

在の体制を選択しております。

取締役会については、毎月１回定期的に、また必要に応じて開催されており、経営の重要事項を決定するとと

もに、業務の執行状況を逐次監督しております。本有価証券報告書提出日時点における当社の取締役の数は８名

であります。

経営監視機能として、当社は監査役会を設置した監査役制度を採用しており、監査役が取締役会やその他の主

要な会議への出席や意見具申を通じ監視機能を果たしております。本有価証券報告書提出日時点における当社の

監査役の数は３名であります。

事業等に密接に関わる株式会社アプラスの組織は、「財務部門」「事業部門」「信用リスク管理部門」「ＩＴ

部門」「コーポレートスタッフ部門」の５部門からなる部門制を採用し、業務執行のスピードアップを図るとと

もに、その成果と責任を明確にしております。

当社グループの経営上の意思決定、執行および監督に係る業務執行組織、その他コーポレート・ガバナンス体

制の概要は、次のとおりであります。
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イ．内部統制システムの整備状況

内部統制システムの整備状況については、平成18年５月に取締役の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制、ならびにその他業務の適正を確保するために必要な体制の整備（内部統制システムの

構築）に関する基本方針として制定し、平成27年４月に関連法令の施行等に伴い改定した「内部統制規程」に基

づき、倫理綱領、行動規範などの社内諸規程の整備を行い法令遵守やリスク管理のための社内体制の整備に取り

組んでおります。また、コンプライアンス体制を充実させるため、コンプライアンス委員会およびコンプライア

ンス統括部を設置するとともに複数の顧問弁護士と連携し、当社グループのあらゆる事象に対して法令遵守の観

点からチェックを行い、またコンプライアンスに関するマニュアルを制定し、グループ社員への教育および啓蒙

を徹底しております。反社会的勢力排除に向けた体制の整備については、「倫理綱領」において「反社会的勢力

による被害防止」について定め、反社会的勢力による被害を防止するための基本方針を宣言しております。反社

会的勢力への対応については、具体的な事案が発生した場合の対応・報告の基準を示しております。経営への報

告体制は、反社会的勢力との取引が発覚した場合の経営責任者への即時報告、月次での反社会的勢力排除のため

の取組みに係る経営責任者への報告について、取締役会およびコンプライアンス委員会にて報告することを規定

しております。個別取引与信、取引先取引与信等については、反社会的勢力への対応強化および排除のため、外

部機関との提携を進め、断固として反社会的勢力との関係を遮断し、排除することとしております。反社会的勢

力との取引・関与、不当要求行為を受けた場合の具体的な手順および心得等は、各種マニュアルを整備し、排除

のための取組み実施にあたり、適正な業務運営を確保するとともに、反社会的勢力排除に向けた対応の周知徹底

を図っております。個別事案に関しては、必要に応じ、警察・顧問弁護士とも連携し、毅然とした対応をとって

おります。

ウ．リスク管理体制の整備状況

リスク管理体制の整備状況については、当社グループの業務運営に係るリスクとその管理部署を明確にし、各

リスクの管理規程を制定する等、リスク管理を恒常的に行う体制の整備およびその円滑な運営等に努めておりま

す。また、当社グループは、当社に「コンプライアンス委員会」「ＡＬＭ委員会」「業務監査委員会」を設置す

るとともに、当社グループにおける各事項について基本方針等を定め、事業等に密接に関わる株式会社アプラス

に「クレジット委員会」「新事業・商品委員会」「苦情対応委員会」「人事委員会」「賞罰委員会」を設置し、

相互の連携を密に行うことで適切な内部統制システムの構築と経営監視機能の充実を図っております。

エ．子会社の業務の適正性を確保するための整備状況

当社は、当社グループならびに新生銀行グループ全体のリスク管理体制やコンプライアンス体制と整合性を

持った業務運営を確保すべく、主管部署が各グループ各社の経営全般の管理または指導を行っております。当社

子会社の取締役および従業員の職務執行に係る事項の報告に関しては、「子会社・関連会社管理規程」および

「業務分掌ならびに決裁権限規程」に基づき行っております。当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行わ

れることを確保することに関しては、子会社の自主性を尊重するため子会社の取締役会等で協議するものとし、

業務の内容に応じて当社と事前協議を行っております。当社子会社の損失の危険の管理に関しては、それぞれの

対応部署にて定める各諸規程類によって管理しており、「内部監査規程」により子会社毎のリスク管理の運用状

況を監査し、その結果をリスク管理体制へ反映させております。

当社子会社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することの確保に関しては、子会社の

規模その他に応じて監査役を設置するとともに、当社または子会社におけるコンプライアンス関連の規程等によ

り、コンプライアンス遵守状況の監視および徹底を図っております。

 

③ 内部監査および監査役監査の状況

内部監査については、代表取締役社長直轄の独立組織として７名が所属する監査部を設置し、グループにおけ

る、一切の業務活動および諸制度が適正かつ合理的に遂行されているかを検証しています。監査結果については、

当社ならびに各社の代表取締役、担当役員および監査役に報告するとともに、該当部署に対して改善指導等を実施

し、内部統制の充実を図っております。

監査役監査については、毎月１回定期的に、また必要に応じて開催される「取締役会」に出席し、取締役による

業務執行の意思決定などが適正になされているか監査を行っております。また、重要な会議等への出席や監査役会

の付属機関である「業務監査委員会」の開催、また必要に応じて主要な事業所等への往査を行っております。

毎月開催される監査部による監査講評会では、監査役が全員出席して報告を聴取しており、また毎月、監査役・

内部監査責任者と監査連絡会を開催することにより、緊密な連携を保ち、双方の効率的な監査の実施に努めており

ます。
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④ 会計監査の状況

会計監査については、当社は会計監査人の監査計画に対応して適切に資料・情報等を提供し、公正不偏な立場か

ら監査が実施される環境を整備しております。会計監査人から監査役に対し定期的に監査状況の報告と意見交換が

行われ、また会計監査上の観点から認識しておくべき経営課題の有無などについても代表取締役社長と意見交換が

行われております。

監査役と会計監査人との連携については、監査契約締結時、監査計画策定時、各四半期レビュー時、期末監査時

の定期的な会合、状況に応じ随時会合を持っており、業務上や会計処理等における課題等について意見交換や情報

を共有しております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、小暮和敏氏、白田英生氏、渡邊康一郎氏の３名であり、有限責任

監査法人トーマツに所属しております。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、会計士補等２名、

その他11名であります。

⑤ 社外取締役および社外監査役と提出会社の人的・資本的関係または取引上の関係等

本有価証券報告書提出日時点における当社の取締役は８名であり、そのうち１名は社外取締役であります。これ

により経営状況などについて外部の視点での意見を聴取し、取締役会の審議内容の充実を図る体制としておりま

す。

本有価証券報告書提出日時点における当社の監査役は３名であり、そのうち２名は社外監査役であります。社外

監査役は、毎月１回定期的に、また必要に応じて開催される取締役会、監査役会、業務監査委員会のほか、重要会

議等への出席により、内部監査、監査役監査との相互の連携を図っており、また、会計監査人からの各四半期レ

ビュー報告をはじめとする会計監査に係る定期的な会合へ出席するなど、社内外の監査組織と連携することで当社

グループのガバナンス体制の構築、監査機能の強化に努めております。

社外取締役の１名は一般株主との利益相反のおそれのない外観的な独立性が保たれた独立役員として東京証券取

引所へ届け出ております。これにより企業統治において経営監視の客観性を保持しつつ、中立性を確保する体制に

あると考えております。

社外取締役である内川治哉は、弁護士法人御堂筋法律事務所の弁護士を兼務しており、その弁護士としての法曹

界における知識・経験を活かした助言・提言を当社の経営に反映し、また当社とは独立した立場から業務執行の監

督を行っていただくため、就任をお願いしたものであります。

社外監査役である長谷川聡一郎は、当社の親会社である株式会社新生銀行における監査役室長および執行役員マ

ネージメント事務局部長として業務執行経験があり、専門的な知識・豊富な経験等に基づく助言等を当社の監査体

制に活かしていただくため、就任をお願いしたものであります。

社外監査役である竹内晃は、当社の親会社である株式会社新生銀行におけるビジネスプロモーションユニット４

ユニット長として業務執行経験があり、専門的な知識・豊富な経験等に基づく助言等を当社の監査体制に活かして

いただくため、就任をお願いしたものであります。

長谷川聡一郎および竹内晃は、当社の普通株式を保有しております。

当社は、内川治哉との間で会社法427条第１項に基づき、会社法423条第１項に関する責任について、責任限度を

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

株式会社新生銀行および新生フィナンシャル株式会社は当社の親会社であり、当社と資本関係、人的関係および

取引上の関係があります。

当社では、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針を定めてお

りません。独立性の判断として、東京証券取引所が示す独立性の判断基準等を考慮し判断しております。

当社は、取締役会に対し社外監査役を２名とすることで経営への監視を有効に機能させつつ、１名を社外取締役と

することで、取締役会の審議内容の更なる充実を図る体制としております。
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⑥ 役員報酬等

当社は、役員報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定めておりません。当社の役員報酬の決定に

ついては、当社株主総会の決議により、取締役の報酬限度額を年額150百万円、監査役の報酬限度額を年額50百万

円としており、当社取締役会の決議および監査役の協議を経て決定しております。

当連結会計年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。なお、個人

別の報酬等の総額について記載すべき内容はありません。

役員区分
支給人数

（名）

報酬等の総額（基本報酬）

（百万円）

取締役 4 11

（うち社外取締役） （ 1） （ 4）

監査役 2 33

（うち社外監査役） （ 2） （33）

合計 6 44

（うち社外役員合計） （ 3） （37）

（注）１．当連結会計年度末時点での在任は、取締役６名、監査役３名であります。これらのうち、報酬等支給

人数は、取締役４名および監査役２名であります。

２．常勤の社内取締役３名は、当社子会社である株式会社アプラスおよびその他子会社の取締役または執

行役員を兼務しており、上記以外に株式会社アプラスより、執行役員としての固定報酬および賞与59

百万円が支給されております。

３．当社は、平成25年３月31日をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。

４．上記報酬等の額のほか、社外取締役および社外監査役が、当社の親会社または当社の親会社の子会社

から受けた役員としての報酬額はありません。

５．当連結会計年度において、上記以外のストックオプションおよび賞与等の支給はありません。

⑦ 取締役の定数

当社は、取締役の定数について、25名以内とする旨を定款に定めております。

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めております。

⑨ 剰余金の配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載ま

たは記録されている株主もしくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。これは、株主への事業年度中における還元を行うことを目的とするものであります。

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

⑪ 種類株式の議決権

当社は、資本・業務の両面からより強固な経営基盤・財務基盤の確立を図るため、第一回Ｂ種優先株式、Ｄ種優

先株式、Ｇ種優先株式およびＨ種優先株式を発行しております。

資本の増強にあたり既存の株主への影響を考慮したため、これらの優先株式の議決権の有無および内容は普通株

式と異なります。

優先株式に関する内容は、「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況　(1) 株式の総数等　②　発行済株式」

に記載のとおりであります。
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⑫ 株式の保有状況

当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である株式会社アプラスについては以下のとおりであります。

ア．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

10銘柄　　　　　183百万円

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

エイチ・ツー・オーリテイリング(株) 147,000 332 営業政策目的

 

当事業年度

該当事項はありません。

 

ウ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度および当事業年度における貸借対照表計上額の合計額なら

びに当事業年度における受取配当金、売却損益および評価損益の合計額

該当事項はありません。

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 38 － 34 －

連結子会社 81 0 76 0

計 119 0 111 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表および事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財

団法人財務会計基準機構に加入し、同機構の行うセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※３ 71,912 ※３ 128,917

割賦売掛金 ※１,※２,※３ 418,558 ※１,※２,※３ 483,075

信用保証割賦売掛金 255,805 223,083

繰延税金資産 5,190 4,740

金銭の信託 ※４ 117,555 ※４ 124,494

その他 34,062 27,256

貸倒引当金 △30,553 △30,746

流動資産合計 872,531 960,820

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,564 1,716

土地 3,191 3,178

その他（純額） 1,189 1,389

有形固定資産合計 ※５ 5,945 ※５ 6,285

無形固定資産   

のれん 858 －

ソフトウエア 9,576 10,706

その他 0 0

無形固定資産合計 10,435 10,706

投資その他の資産   

投資有価証券 530 193

退職給付に係る資産 3,625 2,394

その他 3,761 3,331

投資その他の資産合計 7,918 5,919

固定資産合計 24,298 22,911

繰延資産   

社債発行費 32 55

繰延資産合計 32 55

資産合計 896,862 983,787

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,708 14,283

信用保証買掛金 255,805 223,083

短期社債 77,000 112,400

短期借入金 116,300 126,400

1年内返済予定の長期借入金 18,846 31,884

未払法人税等 496 558

賞与引当金 1,241 1,317

債権流動化預り金 130,439 130,182

預り金 78,693 83,200

割賦利益繰延 ※６ 32,557 ※６ 32,623

その他 5,188 6,942

流動負債合計 733,276 762,876
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

固定負債   

社債 10,000 20,000

長期借入金 28,754 53,797

繰延税金負債 100 95

退職給付に係る負債 1,116 1,251

利息返還損失引当金 10,848 9,101

その他 ※３ 10,063 ※３ 40,209

固定負債合計 60,882 124,455

負債合計 794,159 887,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 54,916 44,796

利益剰余金 33,474 38,779

自己株式 △0 △0

株主資本合計 103,390 98,575

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 81 △3

退職給付に係る調整累計額 △770 △2,116

その他の包括利益累計額合計 △688 △2,119

純資産合計 102,702 96,455

負債純資産合計 896,862 983,787
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②【連結損益及び包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業収益   

包括信用購入あっせん収益 16,564 17,519

個別信用購入あっせん収益 11,358 11,791

信用保証収益 15,806 16,037

融資収益 9,944 10,628

金融収益   

受取利息 5 9

その他 1,820 1,733

金融収益合計 1,826 1,743

その他の営業収益 10,131 10,509

営業収益合計 65,631 68,231

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※１ 58,074 ※１ 60,109

金融費用   

支払利息 1,627 1,896

その他 682 569

金融費用合計 2,309 2,466

営業費用合計 60,384 62,576

営業利益 5,246 5,654

営業外収益   

固定資産売却益 18 －

投資有価証券売却益 － 389

雑収入 71 42

営業外収益合計 90 431

営業外費用   

減損損失 192 19

雑損失 48 62

営業外費用合計 241 82

経常利益 5,095 6,003

特別利益   

事業譲渡益 － 700

特別利益合計 － 700

税金等調整前当期純利益 5,095 6,703

法人税、住民税及び事業税 611 914

法人税等調整額 399 484

法人税等合計 1,011 1,398

当期純利益 4,084 5,304

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益 4,084 5,304

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 63 △84

退職給付に係る調整額 977 △1,346

その他の包括利益合計 1,041 △1,431

包括利益 ※２ 5,125 ※２ 3,873

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 5,125 3,873

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,000 54,916 28,124 △0 98,040

会計方針の変更による累積的
影響額

  1,266  1,266

会計方針の変更を反映した当
期首残高

15,000 54,916 29,390 △0 99,306

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益

  4,084  4,084

自己株式の取得    △30 △30

自己株式の処分    30 30

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 4,084 △0 4,084

当期末残高 15,000 54,916 33,474 △0 103,390

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計

 
その他有価証券評価

差額金
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 17 △1,747 △1,729 96,310

会計方針の変更による累積的
影響額

   1,266

会計方針の変更を反映した当
期首残高

17 △1,747 △1,729 97,576

当期変動額     

親会社株主に帰属する当期
純利益

   4,084

自己株式の取得    △30

自己株式の処分    30

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

63 977 1,041 1,041

当期変動額合計 63 977 1,041 5,125

当期末残高 81 △770 △688 102,702
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,000 54,916 33,474 △0 103,390

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益

  5,304  5,304

自己株式の取得    △10,120 △10,120

自己株式の消却  △10,120  10,120 －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △10,120 5,304 △0 △4,815

当期末残高 15,000 44,796 38,779 △0 98,575

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計

 
その他有価証券評価

差額金
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 81 △770 △688 102,702

当期変動額     

親会社株主に帰属する当期
純利益

   5,304

自己株式の取得    △10,120

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△84 △1,346 △1,431 △1,431

当期変動額合計 △84 △1,346 △1,431 △6,246

当期末残高 △3 △2,116 △2,119 96,455
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,095 6,703

減価償却費 4,133 4,124

減損損失 192 19

のれん償却額 839 858

貸倒引当金の増減額（△は減少） 564 192

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 802 △1,747

受取利息及び受取配当金 △1,610 △1,743

支払利息 1,627 1,896

事業譲渡損益（△は益） － △700

売上債権の増減額（△は増加） △52,326 △68,321

仕入債務の増減額（△は減少） △7,838 2,082

債権流動化預り金の増減額（△は減少） △242 △257

その他 638 △149

小計 △48,123 △57,039

利息及び配当金の受取額 1,610 1,743

利息の支払額 △1,595 △1,823

法人税等の支払額 △598 △945

営業活動によるキャッシュ・フロー △48,705 △58,065

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △576 △649

有形固定資産の売却による収入 429 －

無形固定資産の取得による支出 △2,278 △3,018

投資有価証券の売却による収入 － 715

事業譲渡による収入 － 700

その他 △740 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,165 △2,271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,100 10,100

短期社債の純増減額（△は減少） 16,500 35,400

長期借入れによる収入 38,270 61,050

長期借入金の返済による支出 △27,646 △22,969

社債の発行による収入 10,000 10,000

自己株式の取得による支出 △30 △10,120

その他 9,550 29,955

財務活動によるキャッシュ・フロー 43,543 113,416

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,327 53,079

現金及び現金同等物の期首残高 87,024 82,361

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
3,663 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 82,361 ※ 135,440
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数　　6社

(2) 主要な連結子会社名

（株）アプラス

（株）アプラスパーソナルローン

全日信販（株）

アルファ債権回収（株）

(3) 当連結会計年度中の減少　　２社

　　　（株）アプラスと合併したことによるもの

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

その他有価証券

（ア）時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

（イ）時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

主として、定率法を採用しております。ただし、東京研修会館の建物および構築物ならびに平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については債権の内容を検討し、必要額を計上しております。

なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が可能と認められる額を控除した

残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、当連結会計年度の金額は85,678百万円でありま

す。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

③ 利息返還損失引当金

将来の利息返還請求に伴う損失に備えるため、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５～12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～12年）による定額

法により費用処理しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

収益の計上基準

営業収益の計上は、期日到来基準とし、次の方法によっております。

（アドオン方式契約）

包括信用購入あっせん ・・・７・８分法により計上する方法

個別信用購入あっせん ・・・７・８分法により計上する方法

信用保証（保証料契約時一括受領） ・・・７・８分法により計上する方法

信用保証（保証料分割受領） ・・・定額法により計上する方法

（残債方式契約）

包括信用購入あっせん ・・・残債方式により計上する方法

個別信用購入あっせん ・・・残債方式により計上する方法

信用保証（保証料分割受領） ・・・残債方式により計上する方法

融資 ・・・残債方式により計上する方法

（注）計上方法の内容は次のとおりであります。

１．上記営業収益の計上方法は、代行手数料収入、利用者手数料収入、貸付利息収入、保証料収入、売上

割戻しを対象としております。

２．７・８分法とは、手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来のつど積数按分額を収益

計上する方法であります。

３．残債方式とは、元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済期日のつど算出額を収益計

上する方法であります。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、原則として10年間で均等償却を行っております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資等からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還期間（３～５年）で均等償却を行っております。

② 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却

を行っております。

③ 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25

年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映

させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．部門別割賦売掛金

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

包括信用購入あっせん 85,837百万円  94,793百万円

個別信用購入あっせん 217,068  245,196 

融資 115,651  143,085 

計 418,558  483,075 

 

※２．割賦売掛金を流動化した残高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

個別信用購入あっせん債権 3,743百万円  1,206百万円

 

※３．担保資産および担保付債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

担保に供している資産      

現金及び預金（定期預金） 60百万円  60百万円

割賦売掛金 9,600  39,599 

担保付債務      

固定負債（その他） 9,600  39,599 

 

※４．金銭の信託は、主として信用保証業務の一環として設定しているものであります。

※５．減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

有形固定資産 7,290百万円 7,657百万円
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※６．部門別割賦利益繰延

  
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

包括信用購入あっせん      

 期首残高 566百万円  527百万円

 増加額 16,525  17,492 

 減少額 16,564  17,519 

 期末残高 527  499 

  (38)  (32) 

個別信用購入あっせん      

 期首残高 13,478百万円  14,297百万円

 増加額 12,178  12,179 

 減少額 11,358  11,791 

 期末残高 14,297  14,685 

  (1,586)  (1,536) 

信用保証      

 期首残高 18,106百万円  17,731百万円

 増加額 15,431  15,744 

 減少額 15,806  16,037 

 期末残高 17,731  17,438 

　計      

 期首残高 32,152百万円  32,557百万円

 増加額 44,134  45,415 

 減少額 43,729  45,349 

 期末残高 32,557  32,623 

  (1,625)  (1,568) 

（注）　（　）内の金額は、加盟店手数料であり、内数であります。

７．偶発債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

保証債務残高のうち債権、債務とみな
されない残高

14,358百万円  12,053百万円

従業員借入金保証残高 94  56 

 

８．ローンカードおよびクレジットカードに附帯するカードキャッシングにおける貸出未実行残高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

貸出未実行残高 989,754百万円  963,880百万円

（注）貸出未実行残高は、顧客の信用状態等により当社グループが任意に利用を停止できるものであり、貸出未実行残高

そのものが必ずしも当社グループの将来のキャッシュ・フローに重要な影響を与えるものではありません。
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９．リスク管理債権

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

破綻先債権 63百万円  74百万円

延滞債権 30,107  29,696 

３ヵ月以上延滞債権 1,736  1,360 

貸出条件緩和債権 8,983  8,089 

（注）１．リスク管理債権とは、「割賦売掛金」、「信用保証割賦売掛金」のうち、上記の債権であります。

２．破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利

息の取立てまたは弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった債権（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上債権」という）等のうち破産債権、再生債権その他これらに準ずる債権でありま

す。

３．延滞債権とは、破綻先以外の未収利息不計上債権のほか、今後、破綻先となる可能性が大きいと認められる債

権であります。

４．３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、３ヵ月以上遅延している債権で破綻先債権および延滞

債権に該当しないものであります。

５．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、利息の支払猶予等、債務者に

有利となる取決めを行った債権で、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであり

ます。

６．上記破綻先債権、および延滞債権のうち実質破綻先（破綻先と同等の状況にある債務者）に対する債権につ

いては、債権額から回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として直接減額した金額

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

破綻先債権 2,893百万円  2,438百万円

延滞債権のうち実質破綻先
に対する債権

81,558  83,239 

 

EDINET提出書類

株式会社アプラスフィナンシャル(E03697)

有価証券報告書

57/88



（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主な内容

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

貸倒引当金繰入額 6,798百万円 9,042百万円

利息返還損失引当金繰入額 4,053 2,700

賞与引当金繰入額 1,219 1,318

支払手数料 15,878 16,768

従業員給料手当 8,462 8,658

販売促進費 5,233 5,384

 

 

※２．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 92百万円 23百万円

組替調整額 － △147

税効果調整前 92 △123

税効果額 △28 38

その他有価証券評価差額金 63 △84

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 761 △1,423

組替調整額 215 77

税効果調整前 977 △1,346

税効果額 － －

退職給付に係る調整額 977 △1,346

その他の包括利益合計 1,041 △1,431
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度

期首株式数（株）

当連結会計年度

増加株式数（株）

当連結会計年度

減少株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,524,211,152 － － 1,524,211,152

第一回Ｂ種優先株式 2,500,000 － － 2,500,000

Ｄ種優先株式 8,500,000 － － 8,500,000

Ｇ種優先株式 13,000,000 － － 13,000,000

Ｈ種優先株式 32,250,000 － － 32,250,000

合計 1,580,461,152 － － 1,580,461,152

自己株式     

普通株式　　　（注）１・２ 3,836 231,608 231,200 4,244

合計 3,836 231,608 231,200 4,244

（注）１．普通株式（自己株式）の増加は、連結子会社が合併対価を目的として取得したことによるもの（231,200

株）および単元未満株式の買取りによるもの（408株）であります。

２．普通株式（自己株式）の減少は、連結子会社が合併の対価として交付したことによるものであります。

 

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度

期首株式数（株）

当連結会計年度

増加株式数（株）

当連結会計年度

減少株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,524,211,152 － － 1,524,211,152

第一回Ｂ種優先株式 2,500,000 － － 2,500,000

Ｄ種優先株式 8,500,000 － － 8,500,000

Ｇ種優先株式　（注）１ 13,000,000 － 5,000,000 8,000,000

Ｈ種優先株式 32,250,000 － － 32,250,000

合計 1,580,461,152 － 5,000,000 1,575,461,152

自己株式     

普通株式　　　（注）２ 4,244 444 － 4,688

Ｇ種優先株式　（注）３・４ － 5,000,000 5,000,000 －

合計 4,244 5,000,444 5,000,000 4,688

（注）１．Ｇ種優先株式の減少は、消却したことによるものであります。

２．普通株式（自己株式）の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３. Ｇ種優先株式（自己株式）の増加は、買取によるものであります。

４. Ｇ種優先株式（自己株式）の減少は、消却したことによるものであります。

 

２．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 71,912百万円 128,917百万円

流動資産のその他に含まれる現金同等物 10,508 6,583 

計 82,421 135,500 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △60 △60 

現金及び現金同等物の期末残高 82,361 135,440 

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

１．借手側

該当事項はありません。

２．貸手側

該当事項はありません。

 

オペレーティング・リース取引

１．借手側

未経過リース料

（単位：百万円）

 

 

前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内 499 512

１年超 1,492 979

合計 1,991 1,492

 

２．貸手側

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、ショッピングクレジット事業、カード事業、ローン事業などの消費者向けファイナンス事業

を行っております。これらの事業を行うため、金融市場の状況や、調達と運用のバランス管理（ＡＬＭ）などの

観点から、銀行借入による間接金融のほか、社債や短期社債の発行、債権流動化などの直接金融を活用し、資金

調達の多様化に取り組んでおります。

当社グループが保有する金融資産は金利変動を伴わないものが多く含まれているため、ＡＬＭによるポート

フォリオマネジメントを実施しております。

また、余資運用については、安全性・流動性を最優先に取り組んでおり、現先による短期運用を行っておりま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融資産は、主に個人に対するショッピングクレジット事業、カード事業およびロー

ン事業による金銭債権で構成されており、顧客の契約不履行や加盟店の倒産等によってもたらされる信用リスク

にさらされております。消費者金融事業の一部については、いわゆるグレーゾーン金利を含む貸付金があり、利

息返還請求を受ける可能性があります。

金融負債においては、借入金、短期社債および債権流動化などの資金調達が、金融市場の環境変化などにより

利用できなくなる流動性リスクにさらされております。また、変動金利の借入を行っているため、金利の変動リ

スクにさらされております。

当社グループが行っておりますデリバティブ取引は、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的と

する金利スワップ取引であります。なお、金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理を採用してお

ります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社グループは、クレジットポリシーおよび信用リスク管理にかかる諸規程を整備し、これらに基づいて、個

別契約に対する初期与信審査、途上与信審査、信用情報管理、内部格付、延滞債権・問題債権への対応や、加盟

店に対する初期・途上管理への対応などの総合的な与信管理に関する体制を構築し、運営しております。これら

の与信管理は、信用リスク管理部門が担当しており、その内容について経営会議等への定期的な報告や付議を

行っております。

デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に基づき、取引の相手先を信用度の高い金融機関に

限定するなど、取引に制限を設けております。

② 市場リスクの管理

ア．金利変動リスクの管理

当社グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。当社社長直轄の組織としてＡＬＭ

委員会を設置し、ＡＬＭ委員会規程に基づき、ＡＬＭに関する基本方針の策定、調達・運用の金利水準の分

析、調達方法の審議、社内適用金利（基準金利）の審議などを行っております。具体的には、財務部門におい

て金利感応度分析やギャップ分析等により資産・負債のバランスをモニタリングし、その結果について、ＡＬ

Ｍ委員会に報告しております。

イ．市場リスクに係る定量的情報

当社グループは、金融資産および金融負債について、金利の合理的な変動幅を用いた時価に与える影響額

を、金利の変動リスクの管理に当たっての定量的分析に利用しております。金利以外のすべてのリスク変数が

一定であることを仮定し、平成28年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイント（0.1％）上昇した

ものと想定した場合には、資産の時価が2,299百万円、負債の時価が284百万円減少し、10ベーシス・ポイント

（0.1％）下落したものと想定した場合には、資産の時価が2,084百万円、負債の時価が286百万円増加するもの

と把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、財務部において日次の資金管理を行うほか、ＡＬＭ委員会において調達構造の状況や金融機

関との取引状況、資金繰りの状況について検証を行うことにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２に記載のとおりであります。）。

 

　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 71,912 71,912 －

(2) 割賦売掛金 418,558   

貸倒引当金（＊１） △18,364   

割賦利益繰延（＊２） △14,963   

 385,230 413,532 28,302

(3) 金銭の信託 117,555 122,300 4,744

(4) 投資有価証券    

その他有価証券 346 346 －

資産計 575,044 608,092 33,047

(1) 支払手形及び買掛金 16,708 16,708 －

(2) 短期社債 77,000 77,000 －

(3) 短期借入金 116,300 116,300 －

(4) 債権流動化預り金および預り金 209,133 209,133 －

(5) 社債 10,000 10,008 8

(6) １年以内返済予定の長期借入金および長期借入金 47,600 47,578 △22

負債計 476,742 476,727 △14

（＊１） 割賦売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（＊２） 割賦売掛金に対応する割賦利益繰延のうち、利用者手数料を控除しております。

（＊３） 上記の他、信用保証割賦売掛金を含む債務保証があり、時価は△1,310百万円であります。ただし、前受保

証料22,198百万円を割賦利益繰延として計上しております。
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　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 128,917 128,917 －

(2) 割賦売掛金 483,075   

貸倒引当金（＊１） △18,648   

割賦利益繰延（＊２） △15,378   

 449,048 489,374 40,325

(3) 金銭の信託 124,494 131,843 7,348

(4) 投資有価証券    

その他有価証券 9 9 －

資産計 702,470 750,144 47,673

(1) 支払手形及び買掛金 14,283 14,283 －

(2) 短期社債 112,400 112,400 －

(3) 短期借入金 126,400 126,400 －

(4) 債権流動化預り金および預り金 213,383 213,383 －

(5) 社債 20,000 20,160 160

(6) １年以内返済予定の長期借入金および長期借入金 85,681 85,484 △196

負債計 572,148 572,111 △36

（＊１） 割賦売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（＊２） 割賦売掛金に対応する割賦利益繰延のうち、利用者手数料を控除しております。

（＊３） 上記の他、信用保証割賦売掛金を含む債務保証があり、時価は△258百万円であります。ただし、前受保証

料21,894百万円を割賦利益繰延として計上しております。

（注）１．金融商品の時価の算定ならびに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

預金は、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2) 割賦売掛金

割賦売掛金に係る利率は変動する要素が限定的であり、種類および期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額から割賦売掛金の管理回収にかかるコストを控除した金額を現在価値に割り引き、当該金額から現在の

貸倒見積高を控除して時価を算定しております。なお、時価の算定において、利息返還損失引当金について

は考慮しておりません。

(3) 金銭の信託

主として信用保証業務の一環として設定しているものであり、見積将来キャッシュ・フローの現在価値に

よっております。

(4) 投資有価証券

株式は、取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期社債

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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(3) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 債権流動化預り金および預り金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5) 社債

市場価格によっております。

(6) １年以内返済予定の長期借入金および長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によっておりま

す。

債務保証

見積将来キャッシュ・フローの金額を現在価値に割り引き、当該金額から現在の貸倒見積高を控除して時価を

算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

① 非上場株式 184 183

② 投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資
0 0

合計 184 183

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(4)投資

有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

現金及び預金 71,912 － － － － －

割賦売掛金 158,608 82,461 51,733 22,927 13,442 54,449

合計 230,521 82,461 51,733 22,927 13,442 54,449

 

　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

現金及び預金 128,917 － － － － －

割賦売掛金 162,494 88,029 56,766 25,917 16,274 97,314

合計 291,411 88,029 56,766 25,917 16,274 97,314
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（注）４．社債、長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

短期社債 77,000 － － － － －

短期借入金 116,300 － － － － －

社債 － － 10,000 － － －

長期借入金 18,846 14,565 11,399 1,060 1,730 －

合計 212,146 14,565 21,399 1,060 1,730 －

 

　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

短期社債 112,400 － － － － －

短期借入金 126,400 － － － － －

社債 － 10,000 － － 10,000 －

長期借入金 31,884 28,571 16,521 5,235 3,345 125

合計 270,684 38,571 16,521 5,235 13,345 125
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計

上額（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 346 225 120

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額184百万円）ならびに投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資

（連結貸借対照表計上額０百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計

上額（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
株式 9 13 △3

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額183百万円）ならびに投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資

（連結貸借対照表計上額０百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 359 147 －
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度および退職一時金制度を設けております。

なお、退職給付信託を設定しております。

また、一部の連結子会社では、退職一時金制度を設けている他、複数事業主制度の全国信販厚生年金基金に加盟し

ております。

当該厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度

と同様に会計処理しております。

なお、当該厚生年金基金は、平成27年11月１日付で代行返上（将来期間分）の認可を受けております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 13,189百万円 13,184百万円

会計方針の変更による累積的影響額 △1,266 －

会計方針の変更を反映した期首残高 11,922 13,184

勤務費用 704 797

利息費用 119 131

数理計算上の差異の発生額 728 288

退職給付の支払額 △290 △361

退職給付債務の期末残高 13,184 14,041

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 13,586百万円 15,693百万円

期待運用収益 411 472

数理計算上の差異の発生額 1,489 △1,135

事業主からの拠出額 402 387

退職給付の支払額 △196 △234

年金資産の期末残高 15,693 15,183

 

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る資産及び

退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 12,435百万円 13,294百万円

年金資産 △15,693 △15,183

 △3,257 △1,888

非積立型制度の退職給付債務 748 746

連結貸借対照表に計上された資産と負債の純額 △2,508 △1,142

   

退職給付に係る資産 △3,625 △2,394

退職給付に係る負債 1,116 1,251

連結貸借対照表に計上された資産と負債の純額 △2,508 △1,142

 

EDINET提出書類

株式会社アプラスフィナンシャル(E03697)

有価証券報告書

67/88



(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

勤務費用 704百万円 797百万円

利息費用 119 131

期待運用収益 △411 △472

数理計算上の差異の費用処理額 308 170

過去勤務費用の費用処理額 △92 △92

その他 19 19

確定給付制度に係る退職給付費用 647 553

 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 92百万円 92百万円

数理計算上の差異 △1,070 1,253

合計 △977 1,346

 

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

未認識数理計算上の差異 941百万円 2,195百万円

未認識過去勤務費用 △171 △79

合計 770 2,116

 

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

株式 50％ 45％

債券 23 27

生保一般勘定 19 20

その他 8 8

合計 100 100

（注）年金資産合計には、退職給付信託が前連結会計年度14％、当連結会計年度13％含まれております。

② 長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

割引率 1.0％ 1.0％

長期期待運用収益率 3.5％ 3.5％

予想昇給率 0.0～19.7％ 0.0～19.7％
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３．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度19百万

円、当連結会計年度19百万円であります。

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

年金資産の額　　　　　　　　　（注） 10,989百万円 12,270百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額　（注）
11,506 12,743

差引額 △517 △473

（注）前連結会計年度の複数事業主制度の直近の積立状況は、平成26年３月31日現在のものであります。

当連結会計年度の複数事業主制度の直近の積立状況は、平成27年３月31日現在のものであります。

 

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度　14.38％　（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度　14.78％　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産      

貸倒引当金および貸倒損失 38,398百万円  36,228百万円

繰越欠損金 7,621  5,963 

その他 6,441  5,230 

小計 52,461  47,422 

評価性引当額 △46,818  △42,280 

繰延税金資産合計 5,643  5,142 

繰延税金負債との相殺 △453  △402 

繰延税金資産の純額 5,190  4,740 

繰延税金負債      

前払年金費用 453百万円  402百万円

連結子会社資産時価評価差額金 43  40 

その他有価証券評価差額金 38  － 

資産除去費用 17  55 

繰延税金負債合計 554  498 

繰延税金資産との相殺 △453  △402 

繰延税金負債の純額 100  95 

 

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）      

のれん償却額 5.9  4.2 

評価性引当額 △62.7  △2.4 

税務上の繰越欠損金の利用 △24.0  △20.4 

繰越欠損金期限切れ 54.9  － 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 7.9  5.1 

その他 2.3  1.3 

税効果適用後の法人税等の負担率 19.9  20.9 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法

人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は前連結会計年度の計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度およ

び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に

開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金資産は220百万円、繰延税金負債は2百万円減少し、法人税等調整額が213百万円増

加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、分離された財務情報が入手可能な構成単位であり、最高経営責任者（ＣＥＯ）が、経営

資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、平成22年４月１日に吸収分割の方法により事業持株会社に移行しており、当社グループの金融商品・サー

ビスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、お客さまに提供する金融商品・サービス別のセグメントから構成されております。主要な子会社

である株式会社アプラスおよび株式会社アプラスパーソナルローンが行う事業を「ショッピングクレジット事業」、

「カード事業」、「ローン事業」および「決済事業」に区分し、また、全日信販株式会社をはじめとするその他の子

会社を「その他子会社」として、これら５つを報告セグメントとしております。

各セグメントの主な内容は以下のとおりであります。

「ショッピングクレジット事業」は、個別信用購入あっせん業務および信用保証業務、「カード事業」は、包括信

用購入あっせん業務およびクレジットカードを手段とした融資業務、「ローン事業」は、融資業務、「決済事業」

は、集金代行業務であります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と同一であります。

セグメント間の内部取引における取引価格は、第三者取引価格に基づいております。

なお、資産については、事業セグメントごとの管理を行っておりません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結損益

及び包括

利益計算

書計上額

（注）３

 

ショッピ

ングクレ

ジット

カード ローン 決済
その他子

会社
計

営業収益           

外部顧客への

売上高
23,191 19,654 3,820 8,775 9,002 64,442 1,189 65,631 － 65,631

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － 1 241 242 16 258 △258 －

計 23,191 19,654 3,820 8,776 9,243 64,684 1,205 65,889 △258 65,631

セグメント利益

又は損失（△）
2,241 20 1,250 2,374 2,698 8,583 △7 8,576 △3,330 5,246

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業および住宅ローン事

業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△3,330百万円には、セグメント間取引消去△68百万円、のれん償却額△863百万

円および各報告セグメントに配分していない調整額△2,399百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントの算定上、減価償却費および支払利息は、一部について他の営業経費と合算した上で事業セ

グメントに配分しており、減価償却費、支払利息としては事業セグメントごとの把握・管理を行っていないた

め、その他の項目への記載を省略しております。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結損益

及び包括

利益計算

書計上額

（注）３

 

ショッピ

ングクレ

ジット

カード ローン 決済
その他子

会社
計

営業収益           

外部顧客への

売上高
23,975 20,620 4,668 8,992 8,965 67,220 1,011 68,231 － 68,231

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － 1 169 170 － 170 △170 －

計 23,975 20,620 4,668 8,993 9,134 67,390 1,011 68,401 △170 68,231

セグメント利益

又は損失（△）
2,955 411 814 2,550 2,559 9,289 19 9,308 △3,654 5,654

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業および住宅ローン事

業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△3,654百万円には、セグメント間取引消去△33百万円、のれん償却額△858百万

円および各報告セグメントに配分していない調整額△2,763百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントの算定上、減価償却費および支払利息は、一部について他の営業経費と合算した上で事業セ

グメントに配分しており、減価償却費、支払利息としては事業セグメントごとの把握・管理を行っていないた

め、その他の項目への記載を省略しております。

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

当社および連結子会社が営む業務は信用供与から回収までの事業の種類や性質等が類似しているため、記載を省略

しております。

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

報告セグメントに配分されていないのれんの償却額は863百万円であり、未償却残高は858百万円であります。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

報告セグメントに配分されていないのれんの償却額は858百万円であります。

なお、のれんの未償却残高はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

重要な事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

① 連結財務諸表提出会社の親会社

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上の
関係

親会社 (株)新生銀行 東京都 512,204 銀行業 100.0 － 預金の預入 資金の借入 2,528,000 短期借入金 95,500

  中央区   (100.0) 資金の借入 資金の返済 2,560,000 長期借入金 －

        
信託受益権の

売却
130,000 ─ －

（注）１．「議決権の被所有割合」の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

(1) 資金の借入　　　　　市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。なお、担保は提供しておりませ

ん。

(2) 信託受益権の売却　　市中相場を勘案して交渉の上、決定しています。

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の
内容

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上の
関係

親会社 (株)新生銀行 東京都 512,204 銀行業 100.0 － 預金の預入 資金の借入 1,844,500 短期借入金 92,500

  中央区   (100.0) 資金の借入 資金の返済 1,847,500 ― －

        
信託受益権の

売却
130,000 ─ －

        事業の譲渡 700 ─ －

        
株式の売却
株式売却益

355
241 ― －

（注）１．「議決権の被所有割合」の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

(1) 資金の借入　　　　　市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。なお、担保は提供しておりませ

ん。

(2) 信託受益権の売却　　市中相場を勘案して交渉の上、決定しております。

(3) 事業の譲渡　　　　　譲渡価額については、子会社の算定した対価に基づき交渉の上、決定しておりま

す。

（子会社のローン事業（個人向け無担保カードローン）の一部を譲渡したものであ

ります）

(4) 株式の売却　　　　　第三者機関の評価に基づき、決定しております。

② 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

③ その他

該当事項はありません。

２．親会社または重要な関連会社に関する注記

親会社情報

株式会社新生銀行　（東京証券取引所に上場）

新生フィナンシャル株式会社　（非上場）
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（１株当たり情報）

 
 

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
   至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
   至　平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 円 △4.79 △2.33

１株当たり当期純利益 円 2.68 3.48

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 1.07 1.40

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎とする純資産額は、連結貸借対照表の純資産合計額から優先株式の発行額

および優先株式の配当額を控除した額であります。

２．１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

 

 

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
 至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
 至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益        

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円  4,084  5,304 

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  － 

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益
百万円  4,084  5,304 

期中平均株式数 千株  1,524,171  1,524,206 

        

潜在株式調整後１株当たり当期純利益        

親会社株主に帰属する当期純利益調

整額
百万円  －  － 

普通株式増加数 千株  2,299,160  2,252,808 

（うち第一回Ｂ種優先株式） 千株  ( 14,645 )  ( 15,723 )

（うちＤ種優先株式） 千株  ( 354,166 )  ( 354,166 )

（うちＧ種優先株式） 千株  ( 317,848 )  ( 270,418 )

（うちＨ種優先株式） 千株  ( 1,612,500 )  ( 1,612,500 )
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

(株)アプラス 短期社債
平成26年10月1日～

平成28年３月31日

77,000

(77,000)

112,400

(112,400)
0.2～0.5 なし 平成29年2月

当社

株式会社アプラス

フィナンシャル第

２回無担保社債

平成26年９月29日
10,000

(   －)

10,000

(   －)
0.5 なし 平成29年９月29日

当社

株式会社アプラス

フィナンシャル第

３回無担保社債

平成27年６月19日
－

(   －)

10,000

(   －)
0.6 なし 平成32年６月19日

合計 － －
87,000

(77,000)

132,400

(112,400)
－ － －

（注）１．「当期末残高」の（　）内の金額は、１年以内における償還予定額であります。

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（百万円）
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

112,400 10,000 － － 10,000

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 116,300 126,400 0.6 －

１年以内返済予定の長期借入金 18,846 31,884 0.7 －

長期借入金

（１年以内返済予定のものを除く）
28,754 53,797 0.8 平成29年～平成33年

計 163,900 212,081 －  

（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は次のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 28,571 16,521 5,235 3,345

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の

規定により記載を省略しております。
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(2)【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収益（百万円） 16,620 33,503 50,863 68,231

税金等調整前四半期（当期）

純利益（百万円）
2,040 3,846 7,090 6,703

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（百万円）
1,734 3,204 5,980 5,304

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
1.14 2.10 3.92 3.48

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益（△

１株当たり四半期純損失）

（円）

1.14 0.96 1.82 △0.44
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 6,519 ※１ 10,290

営業貸付金 1,010 471

信用保証割賦売掛金 34,452 28,233

関係会社短期貸付金 ※１ 27,790 ※１ 27,100

その他 ※１ 6,249 ※１ 4,842

貸倒引当金 △455 △249

流動資産合計 75,567 70,689

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式 66,075 66,075

その他 2 5

投資その他の資産合計 66,078 66,080

固定資産合計 66,078 66,080

繰延資産   

社債発行費 32 55

繰延資産合計 32 55

資産合計 141,678 136,825

負債の部   

流動負債   

信用保証買掛金 34,452 28,233

未払金 ※１ 6,138 ※１ 3,831

未払法人税等 101 135

未払費用 0 18

預り金 154 235

その他 0 0

流動負債合計 40,848 32,455

固定負債   

社債 10,000 20,000

長期未払金 40 40

固定負債合計 10,040 20,040

負債合計 50,888 52,495

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,000 15,000

資本剰余金   

資本準備金 3,750 3,750

その他資本剰余金 51,185 41,065

資本剰余金合計 54,935 44,815

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 20,854 24,514

利益剰余金合計 20,854 24,514

自己株式 △0 △0

株主資本合計 90,789 84,329

純資産合計 90,789 84,329

負債純資産合計 141,678 136,825
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業収益   

信用保証収益 492 405

融資収益 44 28

金融収益   

受取配当金 4,907 3,559

受取利息 0 0

金融収益合計 4,907 3,559

その他の営業収益 336 319

営業収益合計 5,781 4,313

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※ 481 ※ 531

金融費用   

支払利息 22 94

その他 7 20

金融費用合計 30 115

営業費用合計 512 647

営業利益 5,268 3,665

営業外収益   

雑収入 0 －

営業外収益合計 0 －

経常利益 5,268 3,665

税引前当期純利益 5,268 3,665

法人税、住民税及び事業税 △971 5

法人税等合計 △971 5

当期純利益 6,240 3,660
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,000 3,750 51,185 54,935 14,613 △0 84,548

当期変動額        

当期純利益    － 6,240  6,240

自己株式の取得    －  △0 △0

当期変動額合計 － － － － 6,240 △0 6,240

当期末残高 15,000 3,750 51,185 54,935 20,854 △0 90,789

 

  

 純資産合計

当期首残高 84,548

当期変動額  

当期純利益 6,240

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 6,240

当期末残高 90,789
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 15,000 3,750 51,185 54,935 20,854 △0 90,789

当期変動額        

当期純利益    － 3,660  3,660

自己株式の取得    －  △10,120 △10,120

自己株式の消却   △10,120 △10,120  10,120 －

当期変動額合計 － － △10,120 △10,120 3,660 △0 △6,459

当期末残高 15,000 3,750 41,065 44,815 24,514 △0 84,329

 

  

 純資産合計

当期首残高 90,789

当期変動額  

当期純利益 3,660

自己株式の取得 △10,120

自己株式の消却 －

当期変動額合計 △6,459

当期末残高 84,329
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

２．繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還期間（３～５年）で均等償却を行っております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては債権の内容を検討し、必要額を計上しております。

なお、破綻先および実質破綻先に対する債権については、債権額から回収が可能と認められる額を控除した残

額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、当事業年度の金額は315百万円であります。

４．収益の計上基準

信用保証収益および融資収益は、期日到来基準とし、元本残高に対して一定率の料率で保証料または貸付利息を

算出し、各返済期日のつど算出額を収益計上しております。

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を

行っております。

（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対する資産および負債

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

現金及び預金 6,338百万円  10,016百万円

関係会社短期貸付金 27,790  27,100 

未収入金 4,831  3,761 

未払金 6,120  3,810 

 

２．偶発債務

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

重畳的債務引受による債務 121,776百万円  120,157百万円

 

（損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主な内容

 

前事業年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当事業年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

事業税及び事業所税 186百万円 248百万円

保険料 170 134

支払手数料 97 92

従業員給料手当 60 68
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（有価証券関係）

子会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価および貸借対照表

計上額と時価との差額については記載しておりません。

貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

子会社株式 66,075百万円  66,075百万円

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産      

貸倒引当金および貸倒損失 226百万円  174百万円

繰越欠損金 419  386 

その他 45  53 

小計 691  614 

評価性引当額 △691  △614 

繰延税金資産合計 －  － 

（注）分社型吸収分割方式による会社分割に係る一時差異のうち、解消時期が見積もれないものについては、繰延税金資

産を計上しておりません。

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）      

受取配当金益金不算入 △33.2  △32.1 

評価性引当額 △54.8  △0.8 

税務上の繰越欠損金の利用 △19.5  △0.1 

繰越欠損金期限切れ 53.1  － 

その他 0.4  0.0 

税効果適用後の法人税等の負担率 △18.4  0.1 
 
 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 455 － 113 92 249

（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、戻入額であります。

(2)【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

株主名簿管理人

（特別口座）

三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL　　http://www.aplusfinancial.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利ならびに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、新生フィナンシャル株式会社であります。

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第60期）　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

 

平成27年６月25日

関東財務局長に提出

  

(2）内部統制報告書及びその添付書類

（第60期）　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

 

平成27年６月25日

関東財務局長に提出

  

(3）四半期報告書及び確認書

（第61期第１四半期）　（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

（第61期第２四半期）　（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

 

（第61期第３四半期）　（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

 

 

平成27年８月４日

関東財務局長に提出

平成27年11月５日

関東財務局長に提出

平成28年２月５日

関東財務局長に提出

  

(4）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

（第61期第３四半期）　（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

 

 

平成28年２月17日

関東財務局長に提出

  

(5）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定

（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書

 

平成27年６月30日

関東財務局長に提出

  

(6）発行登録書（社債）関係

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る発行登録追補書類

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る訂正発行登録書

 

平成26年８月27日に提出した発行登録書（社債）に係る発行登録追補書類

 

 

平成27年６月12日

関東財務局長に提出

平成27年６月25日

関東財務局長に提出

平成27年６月30日

関東財務局長に提出

平成27年８月４日

関東財務局長に提出

平成27年11月５日

関東財務局長に提出

平成28年２月５日

関東財務局長に提出

平成28年２月17日

関東財務局長に提出

平成28年６月10日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

    

  平成２８年６月２８日  

株式会社アプラスフィナンシャル    
 
 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小暮　和敏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 白田　英生

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　康一郎

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社アプラスフィナンシャルの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アプラスフィナンシャル及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アプラスフィナン

シャルの平成２８年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社アプラスフィナンシャルが平成２８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

※　１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化した

ものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

    

  平成２８年６月２８日  

株式会社アプラスフィナンシャル    
 
 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小暮　和敏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 白田　英生

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　康一郎

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社アプラスフィナンシャルの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第６１期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アプラスフィナンシャルの平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

※　１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化した

ものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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